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【報 告 事 項】 

 

  報告事項 1 令和５年度事業報告について 

 

  報告事項 2 令和６年度事業計画並びに収支予算について 

 

【審 議 事 項】 

 

  第 1 号議案 令和５年度決算について 

監査報告 

 

  第 2 号議案 公益目的支出計画の実施期間の変更について 

 

  第 3 号議案 定款の一部変更について 

 

  第 4 号議案 役員の選任について 

 

7   閉 会 の こ と ば 





報告事項 1 

 

令和５年度事業報告について 

 

 定款第４２条の規定に基づき、標記について令和６年４月２６日に開催された

令和６年度第１回理事会において承認されましたのでご報告いたします。 

 

（参考）定款抜粋 

 

（事業報告および決算） 

第４２条 この法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、会長 

 が次の書類を作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を受けなければ 

ならない。 

（１）事業報告 

（２）事業報告の附属明細書 

（３）貸借対照表 

（４）損益計算書（正味財産増減計算書） 

（５）貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書 

２ 前項の承認を受けた書類のうち、第１号、第３号及び第４号の書類について 

  は、通常総会に提出し、第１号の書類についてはその内容を報告し、第３号及び 

第４号の書類については承認を受けなければならない。 
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令和５年度事業報告 

 世界的な脱炭素化の流れの中で、ウクライナや中東情勢による影響が加

わり、化石燃料を取り巻く環境は一層厳しい状況が続いています。 

 政府は昨年、ウクライナ情勢や急速な円安によるエネルギー・食料品等

の価格高騰の影響により厳しい状況にある生活者や事業者を支援する総合

経済対策を策定し、ＬＰガス料金に対しては地方創生臨時交付金の対象に

含まれる措置が取られました。当協会としても埼玉県知事に対してＬＰガ

ス料金上昇抑制のための支援を要望し、埼玉県ＬＰガス料金負担軽減補助

事業が行われました。 

 一方、顧客を獲得することを目的とした事業者間の不健全な過当競争が

消費者の不利益につながっている恐れがあるため、ＬＰガスの貸付配管・

設備等の商慣行について国の審議会で議論され、不適正な商慣行是正に向

けて液石法の省令改正が行われることとなりました。ＬＰガスがお客様か

ら選ばれ続けるエネルギーとなるためには、過大な営業行為の制限、三部

料金制の徹底、お客様への料金情報の提供の３つの方策を成し遂げなけれ

ばなりません。 

 また、新型コロナウイルス感染症は季節性インフルエンザと同等となる

５類に移行されたことで平時の社会経済活動が戻りつつあります。私たち

の生活や職場の様々な場面で、非接触・非対面の生活様式が定着いたしま

したが、デジタル化の進展により県協会の収入源であった高圧ガス保安協

会の講習事業がオンライン化へ移行されました。 

 令和５年度もこのように厳しい状況の中にありましたが、一般社団法人

の公益目的事業やＬＰガス業界の発展のための各種事業、取引の適正化を

中心に、以下の事業に取り組んで参りました。  

１．ＬＰガス消費者保安事業 

（１）ＬＰガス供給事業の継続

  生活や経済活動に不可欠なＬＰガスは非常事態であっても、その業務

の継続が求められています。 

  新型コロナウイルス感染症は季節性インフルエンザと同等となる５類
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に移行されましたが、令和５年度も各事業者は感染症対策を講じた上で

ＬＰガスの供給に支障が生じないよう、配送、保安、点検などのＬＰガ

ス事業の継続に努めてきました。 

 

（２）地震等災害時への対応 

①ＬＰガスによる自立分散型エネルギーシステムの導入について 

 地方自治体が災害時に地域住民を守るためには、平時からのＬＰガス

の利用が災害対応に有効であり、各支部と連携して市町村等関係部署に

対し、災害時の避難所となる施設の避難所機能の強化や熱中症対策に役

立つＬＰガス機器の導入について働きかけを行いました。 

 災害時における避難所等へのＬＰガスの優先出荷等を謳った市町村と

の防災協定は新たに、秩父支部が長瀞町と締結し、また、朝霞支部新座

地区会が新座市と既存協定の見直しを行い、新たな防災協定を締結いた

しました。 

・６月５日 秩父支部、長瀞町 

   災害時におけるＬＰガス応急対応に関する協定書  

・３月２５日 朝霞支部新座地区会 新座市 

   災害時におけるＬＰガス等の優先供給に関する協定書  

 

②「地震等災害時における代替エネルギーの確保に関する協定」に係る

訓練の実施 

埼玉県との防災協定に基づき、大規模災害により避難所等への代替エ

ネルギー供給支援の必要が生じた場合を想定し、支援要請から供給に至

る一連の情報伝達を実演した訓練を秩父支部の協力のもとに実施いたし

ました。 

・３月２８日（木） 情報伝達訓練 

  化学保安課、長瀞町、皆野町、秩父支部、埼玉県ＬＰガス協会 

 

 ③埼玉県ＬＰガス中核充填所委員会主催の各種防災訓練の実施 

  大規模災害発生時においても、ＬＰガスの安定供給を図るために全国

で３４０か所、埼玉県内では２２か所の充填所が災害対応型中核充填所
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に指定されています。 

（ⅰ）県内の中核充填所において、大規模震災時の停電を想定し常用電

源を切断した状態での非常用ＬＰガス発電機の稼働訓練及び災害時復

旧応援ＬＰガス自動車の稼働訓練を、５月から１１月にそれぞれ１回

以上実施いたしました。 

（ⅱ）石油備蓄法に規定する災害時石油ガス供給連携計画書に基づく防

災訓練の実施や連絡調整のため、２月１３日（火）に行われた関東ブ

ロック情報収集伝達訓練に参加いたしました。 

（ⅲ）ＬＰガス容器に貼付する共通バーコードシステムを導入した１３

か所の中核充填所では、他の充填所が発行したバーコードラベルを読

み取り、容器にガスを充填する代替供給訓練を実施いたしました。 

 

（３）ＬＰガス安心サポート推進運動 

  国は、２０２０年を目標年度として実施してきた「保安対策指針」に

代わり、２０３０年の死亡事故ゼロに向けて、液化石油ガスの保安対策

の方向性を示す「液化石油ガス高度化計画２０３０」の策定を行ってい

ます。 

これまでの指針は、国がＬＰガス販売事業者に取り組みを要請するも

のでしたが、今回の高度化計画は、国、都道府県、第三者機関、ＬＰガ

ス事業者、一般消費者等及び関係事業者等がそれぞれ主体者となって実

行する総合的な保安対策となります。全国ＬＰガス協会は安全高度化計

画２０３０の実施に合わせ、令和３年度から５年間「ＬＰガス安心サポ

ート推進運動」を展開し、高度化計画のアクションプランと一致した運

動を実施しています。 

 

（４）ＬＰガス安全教室 

  ＬＰガス販売事業者が自ら事故防止対策を討議し、地域の実情に合っ

た事故防止推進方針（重点対策）を宣言し、会員事業者が一丸となって

宣言を実行することでＬＰガス事故の撲滅を図ることを目的に、平成２

９年度から化学保安課のご指導の下「ＬＰガス安全教室」事業への取り

組みを行っています。令和２年度までは「経年劣化器具による事故防止」
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（県南・県東・県西ブロック）、「消費者の器具誤操作による事故防止」

（県北ブロック）をテーマにブロックが各々創意工夫し事故防止に取り

組んだことで一般消費者等に起因する事故は減少しました。 

  一方、他工事業者による配管損傷事故は全国的に上昇傾向にあり、埼

玉県内においても同じ傾向にあります。このことから、安全教室セカン

ドステージとして令和３年度から３か年、「他工事業者による配管損傷事

故防止対策」をテーマに、ブロックごとに取り組みを行っています。 

  主な取り組みとして、保安啓発パンフレットや周知文書等を活用して

会員事業者から埋設配管を有するお客様や設備工事業者等への注意喚起、

埋設ガス管の明示などを行っています。 

  令和５年度の開催及び取組状況等は以下のとおり。 

  ・県南ブロック ３月２１日（木） 対面・オンライン併用 

  ・県東ブロック ３月 ７日（木） 対面 

  ・県北ブロック ８月２５日（金） 対面 

  ・県西ブロック １月３１日（水） 対面 

  ・お客様向け啓発パンフレットを９万部作製し、販売事業者から埋設

ガス管を有するお客様等へ保安啓発を行いました。 

  ・他工事業者による配管損傷事故は、近年、県内事故件数の約４割～

５割を占めていましたが、会員事業者の取り組みにより、令和４年

度・５年度は他工事に起因する事故件数が減少しています。  

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

埼玉県内事故件数 １７  １１  １１  

 内、他工事起因 ９  ２  ３  

 

（５）令和５年度埼玉県ＬＰガス保安推進セミナー 

  当協会では、ＬＰガス事故防止及び取引の適正化の推進のため化学保

安課のご指導をいただき、毎年「埼玉県ＬＰガス保安推進セミナー」を

開催しています。 

今年度の保安推進セミナーは、協会ホームページ上において化学保安

課及び法規技術委員会による法改正や保安災害対策、取引の適正化等を

取りまとめた資料を掲載いたしました。また、習熟度調査にご協力いた
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だいた方に受講修了証を送付いたします。 

 

（６）ＬＰガス製造事業所自主保安検査（埼玉県補助事業） 

  化学保安課のご指導のもと、充填所担当法規技術委員１２名が県内の

１７箇所の充填事業所を訪問し、検査表に基づき検査項目の確認を行い

ました。 

  このとき、水害時にＬＰガス容器の敷地外流出のリスクがある充填所

においては、容器流出防止対策実施状況の確認も行いました。 

 

（７）高圧ガス防災訓練 

九都県市合同防災訓練・埼玉県会場は志木市で開催し、朝霞支部が参

加をいたしました。同訓練・さいたま市会場はさいたま市岩槻区で開催

し、さいたま支部が参加を予定しておりましたが、大雨が予想されるた

め中止となりました。 

埼玉県高圧ガス防災訓練は川越市で開催し、川越支部、ＬＰガススタ

ンド部会、法規技術委員会が参加をいたしました。なお、訓練動画は埼

玉県地高圧ガス域防災協議会のホームページに掲載し、保安教育に活用

いただいております。 

 ①九都県市合同防災訓練（埼玉県会場） 

  ８月２７日（日） 志木市役所周辺 来場者約１５，０００人 

   朝霞支部（ライフライン復旧訓練、ＬＰガス保安防災啓発、炊出訓

練支援） 

 ②九都県市合同防災訓練（さいたま市会場）【中止】 

  １０月１５日（日） 岩槻文化公園 

 ③埼玉県高圧ガス防災訓練 

 １０月１７日（火） 川越水上公園 来場者約６００人 

  川越支部（ＬＰガス保安防災啓発）、ＬＰガススタンド部会（ＬＰＧ

車の展示ＰＲ）、法規技術委員会等（カセットボンベ破裂燃焼実験） 

 

（８）高圧ガス保安大会 

 ＬＰガスの保安に関し、永年にわたり顕著な功績をあげた個人または
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事業所を表彰し、保安意識の高揚を図り、もってＬＰガスの保安を推進

するために開催される保安大会の表彰候補者を推薦いたしました。  

 ①埼玉県高圧ガス保安大会 １０月２４日（火）埼玉会館小ホール 

 ②関東高圧ガス保安大会   ７月２８日（金）東京ガーデンパレス 

 ③高圧ガス保安全国大会  １０月２７日（金） 

              ＡＮＡインターコンチネンタルホテル東京 

 

（９）ＬＰガス容器の回収事業 

ゴミ処理施設に回収された小型容器等の回収、空き家等に長期間にわ

たり設置されているＬＰガス容器の発見と回収、また、不法に放置され

たＬＰガス容器を行政機関等からの要請により会員事業者の協力により

回収いたしました。お客様から不要となったＬＰガス小型容器の処分の

問い合わせが増えており、状況に応じて処理方法をご案内しております。 

 ・ゴミ処理施設に誤って回収された小型容器の回収状況  

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

小型容器の回収数 ９７  ３６  ４５  

 

（１０）消費者保安月間事業 

１０月の「ＬＰガス消費者保安月間」では、各支部がお客様にＬＰガ

スの保安啓発、注意喚起を行いました。 

保安活動促進週間にはポスターを掲示し、事業者の保安意識の向上に

努めました。 

 

（１１）支部認定保安機関調査員登録 

ガスの点検を装い点検料やガス漏れ警報器の代金をだまし取る詐欺被

害や給湯器の点検商法が止まないことから、悪質な訪問販売と法令に基

づく調査点検業務を区別し保安業務を的確に遂行するため、支部認定保

安機関に所属する調査員を登録し調査員証の発行を行いました。  

「保安業務に係る講習会」は地域保安指導事業によるｅ－ラーニング

保安講習を行い、支部認定保安機関の保安業務の維持向上を図りました。 

  ｅ－ラーニング保安講習（受講申込１６５名、内、修了者１４１名）  

7



 

（１２）一般消費者向け保安意識啓発事業 

事業者に起因するＬＰガス事故の防止に向け会員が一丸となって取り

組んでおりますが、一般消費者等に起因する事故の防止にも取り組む必

要があります。消費者の器具誤操作等によるＬＰガス事故を防止するに

は、ＬＰガスの安全な使い方についての注意喚起文書を手渡しして説明

することが効果的であり、周知文書の斡旋を行い法令に基づく周知文書

の配布を徹底いたしました。 

 

（１３）令和６年能登半島地震に対する支援金 

  令和６年１月１日に発生した能登半島地震に対するご支援について、

皆様からお預かりいたしました支援金は全国ＬＰガス協会へ送金させて

いただきました。この支援金は全国ＬＰガス協会から被災県協会を通じ

て被災された販売事業者様等へ届けられます。 

 ・埼玉県計 ３，１７０，０００ 円（２月１６日付全Ｌ協へ送金） 

 ・全国計 ５３，３０５，０００ 円（３月１８日付被災県協会へ送金） 

   (一社)新潟県ＬＰガス協会     ９，１４６，９５７円 

   (一社)富山県エルピーガス協会   ５，６４３，５９２円 

   (一社)石川県エルピーガス協会  ３８，３５８，３６９円 

   (一社)福井県ＬＰガス協会       １５６，０８２円 

 

２．ＬＰガススタンド保安事業 

（１）製造事業所・オートガススタンド事業所研修会  

  ＬＰガススタンド従事者の保安技術を向上し、事故の未然防止に努め

るため卸製造部会・ＬＰガススタンド部会合同でオンライン研修会を開

催いたしました。 

 ・３月２７日（水）１５：３０（Ｗｅｂｅｘ会議システム）  

①埼玉県の保安行政について  

    講師 埼玉県危機管理防災部化学保安課 様 

 

（２）ＬＰガススタンド事業者の自主保安活動の推進  
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高圧ガス保安法令を遵守し、ガス漏れ事故並びに計量器ホースの引っ

張り事故防止の徹底、頻発する自然災害に対し迅速かつ適切な対応がで

きるよう防災計画及び保安管理等の規定体制の確認・見直しを行う強化

運動を夏季並びに年末年始に実施し、スタンド事業者の自主保安活動の

一層の促進を図りました。 

  ＬＰガススタンド利用者及び周辺住民の信頼を得ること並びにＬＰガ

ススタンド施設の保安管理の維持を図るため「接客態度ならびにスタン

ド施設美化向上運動」（美化コンクール）を実施いたしました。  

  また、ノベルティグッズの配布によりオートガススタンドの計量器ホ

ース引っ張り事故防止の保安啓発に努めました。 

 

３．ＬＰガスお客様相談事業 

令和５年度石油ガス流通合理化対策事業費補助事業（販売事業者指導支

援事業）に応募し、埼玉県ＬＰガスお客様相談センターとしてお客様から

２５５件の相談・問い合わせに対応いたしました。  

また、埼玉県ＬＰガスお客様相談センター委員会ではＬＰガスの保安、

商慣行見直しに向けての業界の取組状況、悪質な訪問詐欺や勧誘について

消費者代表委員と意見交換を行いました。 

 

４．ＬＰガスの取引の適正化の推進 

 経済産業省は、いわゆる無償貸与・貸付配管といった商慣行を是正すべ

く、液化石油ガス流通ＷＧを開催し、過大な営業行為の制限やＬＰガス消

費と関係ない設備の費用をＬＰガス料金として請求することを禁止するな

ど、液化石油ガス法にかかる制度見直しの方向性の議論を行っています。

春には改正省令を公布することを予定されており、県協会ホームページに

経済産業省ホームページへのリンクを掲載しております。  

また、ガス会社変更の訪問勧誘や電話勧誘、インターネットを利用した

勧誘に対する相談、強引な勧誘行為への苦情が続いていることから、関東

ブロック各都県お客様相談所連名のチラシによりお客様に注意喚起を行い

ました。 

  訪問勧誘のトラブルについては埼玉県ＬＰガス販売店法律共済会とも連
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携し、引き続きＬＰガスの取引適正化を図って参ります。  

 

５．ＬＰガス料金上昇抑制対策 

 政府はＬＰガスの小売価格低減に資する政策として、ガスメータの遠隔

検針や配送業務の効率化のための設備等の導入を支援しＬＰガス販売事業

者の経営体質の強化を図る大型の補助制度を創設しました。  

 これとは別にエネルギー・食料品価格高騰等への対策とする地方創生臨

時交付金（重点交付金）が地方自治体に交付されることとなり、埼玉県で

も、地方創生臨時交付金を活用した「埼玉県ＬＰガス料金負担軽減補助事

業」を会員事業者のご協力のもと実施いたしました。県内２カ所の会場で

補助事業の説明会を開催し、また、県協会のホームーページを通じて会員

事業者に対して周知を行いました。 

 ・埼玉県ＬＰガス料金負担軽減補助事業説明会 

   ７月４日（火） 春日部市民文化会館  出席者２７４名 

   ７月５日（水） 所沢市民文化センター 出席者２７４名 

 

６．ＬＰガスの「あ・か・さ・た・な」－需要開発推進運動－  

災害にも強く自立分散型であるなどＬＰガスの優れた特性を活かし、省

エネや安全機能が充実した最新ＬＰガス機器の紹介や、避難所となるよう

な公的施設でのＬＰガスの常時利用、火・食の大切さを子供たちに伝える

火育・食育啓発活動を中心とした需要開発推進運動を継続いたしました。  

 埼玉県民の日・県庁オープンデーや婦人会防災学習会、消防団員研修会

等に参加してＬＰガスの保安防災啓発を行うなど、ＬＰガスのイメージア

ップ活動を行いました。各支部においても、地元の市町村等で開催する防

災訓練や商工祭に参加してＬＰガスのＰＲ活動等を行っています。  

また、埼玉県ガス事業団体防災推進協議会と連携してエコライフＤＡＹ

キャンペーンに協力しました。 

 ・県庁オープンデー 来場者約２１，０００人、青年委員 

   １１月１４日（火） 埼玉県危機管理防災センター 

 ・蕨市旭町婦人会防災学習会 来場者約１，２００人、川口支部 

   １２月９日（日） 蕨市立文化ホールくるる 
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 ・消防団員研修会 参加者５０名、さいたま支部 

   ２月４日（土） 埼玉県危機管理防災センター 

 ・九都県市エコライフＤＡＹキャンペーン 埼玉県ＬＰガス協会参加者 

 参加人数 CO2 削減量(g/日) １人当たり削減量 

2023(夏) １６６ １４５，３９８ ８７５．９ 

2023(冬) １５３ １９０，９６９ １，２４８．２ 

 

７．安全・安心な街づくりへの協力活動 

日常業務に使用する車両等に防犯ステッカー貼付するなどの防犯パトロ

ール活動や、お客様宅での不審点やガスの使用量等の異変に気付いた場合

に、関係機関と連絡調整を図る「安全・安心な街づくり」活動に協力いた

しました。 

 

８．県協会の構造改革について 

 県協会を取り巻く厳しい外部環境の下、経費の一層の削減などの構造改

革を推進いたしました。 

 

９．埼玉県ＬＰガス青年委員会 

（１）全国青年部代表者会議 

  １１月９日（木）１３：００ 

  全国の青年部代表と意見交換を行う代表者会議に、正副青年委員長が

参加いたしました。 

 「ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）対応について」  

  講師 経済産業省 燃料供給基盤整備課 燃料流通政策室 

  講師 (一社)日本ガス石油機器工業会 

  事例発表（宮城県協会、高知県協会）、グループ討議  

 

（２）火育・食育活動 

  １１月１４日（火）埼玉県民の日・県庁オープンデーにおいて、ＬＰ

ガスの「あかさたな」に関するＰＲ、炊き出し器具等の展示及び炊き出

し実演・試食を実施いたしました。 
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  また、ＬＰガス安全委員会の保安活動支援事業を活用した保安・防災

に関するお客様へのアンケートを実施して来場者から回答をいただき、

防災啓発やＬＰガスの良さをＰＲいたしました。 

 ・ ８月２７日（日）九都県市合同防災訓練（埼玉県会場）１５０回答  

 ・１０月１７日（火）埼玉県高圧ガス防災訓練       ５０回答 

 ・１１月１４日（火）県庁オープンデー         ２００回答 

 

１０．広報活動 

 広報誌ＬＰネットワークの発行をデジタル化し、冊子からホームページ

での掲載に変更いたしました。 

会員及びお客様への情報提供はオンラインの積極的な活用を行ってまい

ります。 

 

１１．受託事業 

（１）高圧ガス保安協会埼玉県液化石油ガス教育事務所  

高圧ガス保安協会埼玉県液化石油ガス教育事務所として、液化石油ガ

ス法に基づく法定義務講習会並びに資格取得講習会・検定試験を実施し

ました。 

（２）高圧ガス保安協会埼玉県液化石油ガス設備士試験事務所  

液化石油ガス設備士国家試験は１１月１２日（日）さいたま市浦和区・

ときわ会館において筆記試験を、１２月３日（日）さいたま市大宮区・

佐藤興産株式会社三橋事業所において技能試験を実施しました。  

（３）賠償責任保険、ＬＰガスライフ応援制度  

一般財団法人全国ＬＰガス保安共済事業団埼玉県支部として、液化石

油ガス法に基づくＬＰガス事業者賠償責任保険、個人情報漏えい賠償特

約、総合賠償特約、労働災害総合補償特約、自然災害等（風水災・落雷・

地震等）および盗難によるＬＰガス供給設備機器の損害を補償する「Ｌ

Ｐガス供給設備機器総合保険（ＬＰライフＮＥＯ）」の受付業務を行いま

した。 

また、ＬＰガスライフ応援制度（ＬＰライフ）の加入受付、共済金請

求・支払事務を行いました。 
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会員事業者の経費削減並びに従業員の福利厚生のため自動車保険・火

災保険の「集団扱い保険制度」の募集を継続いたしました。  

 

１２．官庁ならびに関係団体等との協力 

 埼玉県、高圧ガス関係団体等の指導と協力を得て、関連業務の円滑な運

営を図りました。 

１１月１２日（日）芝浦工業大学大宮校舎において実施の高圧ガス製造

保安責任者試験・販売主任者試験は、会員事業者から試験監督員・補助員

を派遣いただき、滞りなく終了いたしました。  
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▽一般社団法人埼玉県ＬＰガス協会関係

○総会・理事会・正副会長会議（執行役員会）・支部長会議等

会　議　名　等 開催日時・場所 主　　な　　議　　題　　等

第69回通常総会 R 5. 5.25(木)13:30 【報告事項】

ロイヤルパインズホテル浦和 報告事項１　令和４年度事業報告について

（Ｗｅｂ会議併用） 報告事項２　令和５年度事業計画並びに収支予算について

【審議事項】

第１号議案　令和４年度決算について

第２号議案　理事の交代について

表彰式

　　１.一般社団法人埼玉県ＬＰガス協会長表彰　　　　

　　 ・保安功労者　　　　　　　　　　　　　  （２７名）

　　 ・接客態度ならびにスタンド施設美化向上運動(美化コンクール)

　　　 　優良事業所（２１事業所）

　　 ・埼玉県ＬＰガス安心サポート推進運動特別表彰（１４支部）

　　２．一般社団法人全国ＬＰガス協会会長表彰（２名）

特別記念講演

 　「サイバー犯罪の現状と対策」

　　講師：埼玉県警察本部 生活安全部サイバー局サイバー対策課

　　　　　　対策・官民連携補佐　野口　敏彦 　様

懇談会

　　　　　　　　　　　　　　　　対面　　　　Web     　　計

　　　　　　　　　出席者　　　９８名　　　４３名　　１４１名

　　　　　　　　　委任状　　　　-　　　　 　-　　 　５９０名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計  　　７３１名

理事会 R 5. 4.27(木)15:00 【決議事項】

第１回 埼玉県ＬＰガス協会会議室 第１号議案　会員の入会について

（Ｗｅｂ会議併用） 第２号議案　令和４年度事業報告について

第３号議案　令和４年度決算について

第４号議案　理事の交代について

第５号議案　令和５年度通常総会について

第６号議案　就業規則の一部改正について

【報告事項】

①地方創生臨時交付金を活用したＬＰガス料金支援について

②取引の適正化・料金の透明化の対応について

③埼玉県人事異動について

④会議等スケジュールについて

　　　　　　　　　　　　　　　　対面　　　　Web     　計

　　　　　　　　　出席理事　  　１４名　　２５名　　３９名

　　　　　　　　　出席監事　  　　１名　　　１名　　　２名　

　　　　　　　　　オブザーバー　　０名　　　１名　　　１名

　　　　　　　　　　計 　　   　１５名　　２７名　　４２名

令和５年度 会議等開催状況一覧表
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会　議　名　等 開催日時・場所 主　　な　　議　　題　　等

理事会 R 5.10.13(金)15:00 【報告事項】

第２回 浦和ワシントンホテル １.会長及び業務執行理事の職務の執行状況について

２．保安・防災関係について

（１）埼玉県ＬＰガス料金負担軽減補助事業について

（２）保安機関の認定更新について

（３）ＬＰガス安全教室について

（４）保安推進セミナーについて

（５）高圧ガス防災訓練について

（６）貨物自動車における荷役作業時の墜落・転落防止の

充実に係る労働安全衛生規則等の改正について

（７）高圧ガス保安大会について

３．取引の適正化関係について

（１）第６回 液化石油ガス流通ワーキンググループについて

・商慣行是正に向けた対応方針と実効性確保の方策

（２）取引適正化に関する１１都県協会会長共同声明について

４．その他

（１）ＬＰガス賠償保険等更改事務について

（２）会議等スケジュールについて

（３）住宅省エネ2023キャンペーン（補助金）について

（４）九都県市高効率給湯器買替キャンペーンについて

（５）その他

懇談会

出席理事 ３５名

出席監事 １名

計 ３６名

第３回 R 6. 3.19(火)15:00 【決議事項】

埼玉県ＬＰガス協会会議室 第１号議案　令和６年度事業計画（案）並びに収支予算（案）について

（Ｗｅｂ会議併用） 第２号議案　任期満了に伴う役員の選任方法について

第３号議案　公益目的支出計画の実施期間の変更について

第４号議案　役員等賠償責任保険契約の締結について

【報告事項】

１.会長及び業務執行理事の職務の執行状況の報告について

２.その他

対面 Web 計

出席理事 １５名　　２８名　　４３名

出席監事 ０名 １名 １名

計 １５名　　２９名　　４４名

正副会長会議 R 5. 4.27(木)13:30 １.令和４年度事業報告（案）・決算書（案）について

(執行役員会)第１回 埼玉県ＬＰガス協会会議室 ２.理事会の運営について

（Ｗｅｂ会議併用） ３.通常総会について

４.政治連盟関係

５.その他

第２回 R 5. 5.25(木)11:30 １.通常総会の運営について

ロイヤルパインズホテル浦和 ２.関係団体の総会について

３.その他

第３回 R 5. 8.21(月)14:00 １.支部長会議の運営について

埼玉県ＬＰガス協会会議室 ２.その他

（Ｗｅｂ会議併用）

第４回 R 5.10.13(金)14:00 １.理事会の運営について

浦和ワシントンホテル ２.その他
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会　議　名　等 開催日時・場所 主　　な　　議　　題　　等

正副会長会議

(執行役員会)第５回 R 5.12. 6(水)17:00 １.埼玉県ＬＰガス料金負担軽減補助事業について

浦和 中国料理Lop-Nor ２.取引の適正化について

３.その他

第６回 R 6. 2.13(火)14:00 １.支部長会議の運営について

埼玉県ＬＰガス協会会議室 ２.「令和６年能登半島地震」に対する支援金について

３.その他

第７回 R 6. 3.19(火)14:00 １．理事会の運営について

埼玉県ＬＰガス協会会議室 ２．その他

支部長会議 R 5. 8.21(月)15:00 １.保安・防災関係について

第１回 埼玉県ＬＰガス協会会議室 （１）埼玉県ＬＰガス料金負担軽減補助事業について

（Ｗｅｂ会議併用） （２）保安機関の認定更新について

（３）ＬＰガス安全教室について

（４）保安推進セミナーについて

（５）高圧ガス防災訓練について

（６）高圧ガス保安大会について

（７）貨物自動車における荷役作業時の墜落・転落防止の

充実に係る労働安全衛生規則等の改正について

２.取引の適正化関係について

（１）第６回液化石油ガス流通ワーキンググループについて

・商慣行是正に向けた対応方針と実効性確保の方策

（２）令和５年度南関東地方ＬＰガス懇談会について

（３）取引適正化に関する１１都県協会会長共同声明について

３.その他

（１）ＬＰガス賠償保険等更改業務について

（２）全Ｌ協の広報活動について

（３）会議等スケジュールについて

（４）住宅省エネ2023キャンペーン（補助金）について

・給湯省エネ事業、こどもエコすまい支援事業等

（５）埼玉県警察本部生活安全部生活安全総務課および

埼玉県危機管理防災部消防課からのお知らせ

（６）その他

第２回 R 6. 2.13(火)15:00 １.保安・防災関係について

埼玉県ＬＰガス協会会議室 （１）埼玉県第２回ＬＰガス料金負担軽減補助事業について

（Ｗｅｂ会議併用） （２）県内のＬＰガス事故発生状況について

（３）能登半島地震について

（４）保安推進セミナーについて

（５）保安機関認定更新について

２．取引の適正化関係

（１）第８回液化石油ガス流通ワーキンググループについて

（２）ＬＰガス事業者による駆け込み的営業について

３．任期満了に伴う役員の選任方法について

４．その他

（１）ＬＰガス賠償責任保険等について

（２）会議等スケジュールについて

（３）その他

監査委員会 R 5. 4.21(金)24(月) １.令和４年度事業報告について

（書面監査） ２.令和４年度決算について
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○部会・委員会等
会　議　名　等 開催日時・場所 主　　な　　議　　題　　等　

経済部会 R 6. 2.28(水)15:00 １.取引の適正化について

第１回 埼玉県ＬＰガス協会会議室 ２.ＬＰガス料金負担軽減補助事業について

（Ｗｅｂ会議併用） ３.その他

保安部会 R 6. 3. 8(金)15:00 １．令和５年度 液化石油ガス関連事故について

第１回 埼玉県ＬＰガス協会会議室 ２．令和５年度 埼玉県ＬＰガス保安推進セミナーについて

（Ｗｅｂ会議併用） ３．ＬＰガス安全教室について

４．その他

総務部会 R 6. 3.11(月)14:00 １．令和６年度事業計画（案）および収支予算（案）について

第１回 埼玉県ＬＰガス協会会議室 ２．任期満了に伴う役員の選任方法について

（Ｗｅｂ会議併用） ３．公益目的支出計画の実施期間の変更について

４．その他

法規技術委員会 R 5. 9. 7(木)11:00  １.充填所における自主保安検査について

（充填所保安担当） 埼玉県ＬＰガス協会会議室 （１）埼玉県補助事業について

第１回 （２）担当振り分けについて

２.その他

ＬＰガススタンド部会 R 5. 4.26(水)16:00 接客態度ならびにスタンド施設美化向上運動(美化コンクール)について

美化コンクール審査委員会 埼玉県ＬＰガス協会会議室　(１)表彰事業所の選定

(２)その他

低公害車等安全委員会 R 6. 3.22(金)15:00 １．接客態度ならびにスタンド施設美化向上運動(美化コンクール)の

埼玉県ＬＰガス協会会議室 　　実施について

(１)開催日程について

(２)各地区の担当委員および採点巡回日について

(３)採点項目および採点方法について

(４)審査委員会の開催日時について

２．その他

お客様相談センター R 5.12. 6(水)15:30 １.埼玉県ＬＰガスお客様相談センター事業報告

委員会 埼玉県ＬＰガス協会会議室 （１）相談件数・相談事例について

（２）ＬＰガスお客様相談センター告知について

２.ＬＰガス料金の透明化等について

（１）標準的な料金メニュー等の公表状況　および

ＬＰガス料金を請求する時の算定根拠の通知について

（２）賃貸集合住宅におけるＬＰガス料金の情報提供について

３.情報交換

４.その他

中核充填所委員会 R 6. 1.24(水)15:00 １．情報収集伝達訓練について

第１回 埼玉県ＬＰガス協会会議室 ２．中核充填所稼働訓練実施報告について

（Ｗｅｂ会議併用） ３．中核充填所広報パンフレットについて

４．災害時における充填所の被害状況報告体制について

５．その他

石油備蓄法に基づく訓練等 R 6. 2.13(火)  9:30～11:30　情報収集伝達訓練

埼玉県ＬＰガス協会

県内ＬＰガス中核充填所他

卸製造部会 R 6. 3.27(水)15:30 １．開会

・ＬＰガススタンド部会 埼玉県ＬＰガス協会会議室 ２．挨拶　副会長・卸製造部会長　島村　和也

合同研修会 （Ｗｅｂ） ３．講習

１）埼玉県の保安行政について

埼玉県危機管理防災部化学保安課

液化石油ガス担当主任 小林　達哉　様

４．その他（事務連絡）

５．閉会
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○県内ブロック会議

会　議　名　等 開催日時 開　催　場　所

県南ブロック

（ＬＰガス安全教室） R 6. 3.21(木)14:00 埼玉県ＬＰガス協会会議室（Web会議併用）

県東ブロック

（ＬＰガス安全教室） R 6. 3. 7(木)17:00 越谷市：砂場

県北ブロック

（ＬＰガス安全教室） R 5. 8.25(金)16:00 上里町：小菊

県西ブロック

（ＬＰガス安全教室） R 6. 1.31(水)15:30 朝霞市：スマイルホテル

○埼玉県ＬＰガス保安推進セミナー(ホームページに掲載して実施) 
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▽埼玉県・諸団体関係

会　議　名　等 開催日時・場所 主　　な　　議　　題　　等

埼玉県高圧ガス R 5.10.24(火)13:30 １.表彰式 【敬称略】

保安大会 埼玉会館 《 埼玉県知事表彰 》

優良製造所

北日本物産株式会社熊谷営業所 （熊谷支部）

優良販売事業所

株式会社田中屋 （南東武支部）

有限会社大曾根商店 （朝霞支部）

保安功労者

横田　孟尚　　増田屋商店 （加須支部）

木下　広敬　　株式会社キノシタ （所沢支部）

優良保安統括者等

鈴木　新一　　有限会社鈴木プロパン （川越支部）

優良高圧ガス関係団体職員

沼尻　信代　　協同組合北東武液化石油ガス保安センター

（第２種会員）

　　《 危機管理防災部長表彰 》

優良販売事業所

株式会社三和商会 （さいたま支部）

有限会社利根川ガス （西武支部）

足立燃料合名会社 （朝霞支部）

保安功労者

中澤　貞利　　株式会社ナカザワ （秩父支部）

杉浦　雅之　　株式会社杉浦商店 （熊谷支部）

市川　大五　　市川石油株式会社 （南東武支部）

梶野　恭史　　川島ガス販売株式会社　　 （東松山支部）

優良保安統括者等

中山　　旭　　下妻液化ガス株式会社秩父営業所(秩父支部)

池谷　浩一　　池ノ谷燃料店 （加須支部）

鈴木　健之　　鈴商燃器株式会社 （所沢支部）

小池栄之助　　有限会社原田商店 （行田支部）

小室　　貴　　有限会社小室商店 （鴻巣支部）

優良保安取扱者

鈴木　登留　　協同組合南東武第一保安センター

(第２種会員)

優良高圧ガス関係団体職員

内田　　浩　　深谷液化ガス協同組合 （深谷支部）

２.記念講演

「気候変動が現場を襲う！～激甚気象災害から身を守るための現場管理術～」

気象予報士、気象環境ジャーナリスト、危機管理士(自然災害)

高　塚　哲　広　氏

打合せ会議 R 5. 4.14(金)10:40 １.令和５年度保安大会の準備について

第１回 埼玉会館

第２回 R 5. 7. 6(木)14:00 １.令和５年度高圧ガス保安大会　被表彰者の選定

埼玉会館 ２.その他
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会 議 名 等 開催日時 開　催　場　所

埼玉県高圧ガス防災訓練　本訓練 R 5.10.17(火)12:20 川越水上公園

リハーサル R 5.10. 3(火)12:20 川越水上公園

準備会議 R 5. 4.14(金)10:00 埼玉会館

計画作成会議 第１回 R 5. 6.26(月)13:30 川越水上公園

第２回 R 5. 9.11(月)13:30 川越水上公園

成果検討会 R 5.12.21(木)13:30 埼玉県危機管理防災センター

第44回九都県市合同防災訓練 本訓練(埼玉県会場) R 5. 8.27(日) 9:00 志木市役所・いろは橋親水公園等

本訓練(さいたま市会場)R 5.10.15(日) 9:00※ 岩槻文化公園

（※天候不良の為中止）

県庁オープンデー R 5.11.14(火) 9:30 埼玉県庁

埼玉県高圧ガス団体連合会 総会 R 5. 6.21(水)16:00 浦和ワシントンホテル

常任理事会 第１回 R 5. 5.18(木)14:30 埼玉会館

第２回 R 5. 8.22(火)14:30 埼玉会館

事務局長会議第１回 R 5. 4.14(金) 9:30 埼玉会館

第２回 R 5. 7. 6(木)13:30 埼玉会館

第３回 R 5.12.14(木)13:30 埼玉県ＬＰガス協会

第４回 R 6. 3.14(木)13:30 埼玉県ＬＰガス協会

液化石油ガス設備士国家試験 筆記検定 R 5.11.12(日) 9:30 ときわ会館

技能検定 R 5.12. 3(日) 佐藤興産㈱三橋事業本部

埼玉県ガス事業団体防災推進協議会　   通常総会 R 5. 7.21(金)16:00 THE MARK GRAND HOTEL

埼玉県高圧ガス地域防災協議会 総会 R 5. 5.18(木)16:00 浦和ワシントンホテル

日本ＬＰガス企業年金基金　代議員会　 第１９回 R 5. 6.21(水)13:00 第一ホテル東京

第２０回 R 5. 7.27(木)13:00 第一ホテル東京

第２１回 R 6. 3.13(水)13:00 第一ホテル東京

理事会 R 5.12.19(火)13:00 第一ホテル東京

地震等災害時における代替エネルギーの確保に関する協定

情報伝達訓練 R 6. 3.28(木)13:30 各訓練参加者事業所
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▽一般社団法人全国ＬＰガス協会関係

会議名等 開催日時・場所 主　　な　　議　　題　　等

令和５年度 R 5. 6. 9(金)15:00 第１号議案 令和４年度事業報告書、財務諸表及び収支計算書について

通常総会 ホテル日航大分 第２号議案 令和５年度事業計画書及び収支予算書について

第３号議案 変更のあった理事及び監事の選任について

理事会 R 5. 5.22(月)13:30 第１号議案 令和４年度事業報告書(案)、財務諸表及び収支計算書(案)について

第１回 （Ｗｅｂ会議） 第２号議案 令和５年度通常総会に付議すべき事項について

第３号議案 取引の適正化・料金透明化の対応について

第４号議案 全Ｌ協会長表彰受賞者について

報告事項

１.令和５年春の叙勲・褒章について

第２回 R 5. 6. 9(金)16:15 第１号議案 変更のあった役員の選定について

ホテル日航大分

第３回 R 6. 3.28(木)15:30 第１号議案  取引の適正化・料金の透明化に関する制度改正について

（Ｗｅｂ会議） 第２号議案　令和６年度事業計画書（案）及び収支予算書（案）について

第３号議案　未来創造委員会の設置について

第４号議案　令和６年度通常総会の開催概要等について

第５号議案　定款の一部改訂（総会運営）について

第６号議案　ＬＰガスビジョン２０３０の一部改訂について

第７号議案　役員等賠償責任保険契約の締結について

第８号議案　ＬＰライフ特認申請について

第９号議案　その他

執行役員会 R 5. 5. 9(火)15:00 協議事項１ 令和４年度事業報告書(案)、財務諸表及び収支計算書(案)について

第１回 （Ｗｅｂ会議） 協議事項２ 令和５年度通常総会に付議すべき事項について

報告事項１ 全Ｌ協会長表彰について

報告事項２ 取引の適正化・料金の透明化の対応について

報告事項３ 地方公共団体向け地方創生臨時交付金について

報告事項４ 専門委員会報告について

第２回 R 5. 7.19(水)15:00 協議事項１ 取引の適正化・料金の透明化の対応について

全国ＬＰガス協会会議室 報告事項１ 専門委員会報告について

（Ｗｅｂ会議併用） 報告事項２ 専門委員会の担当副会長及び委員の変更について

報告事項３ 関係団体への派遣委員の変更について

報告事項その他　省エネルギー対策の強化について

第３回 R 5.12.12(火)15:00 協議事項１ 取引の適正化・料金の透明化に関する制度改正について

全国ＬＰガス協会会議室 協議事項２ 令和５年度上半期の業務執行状況について

協議事項３ ＬＰガスビジョン２０３０の一部改訂について

協議事項４ 令和６年度広報分担金の予算について

協議事項５ 青年委員会の名称変更について

協議事項６ 通常総会の開催概要等について

協議事項７ その他

報告事項１ 専門委員会報告について

報告事項２ 令和５年度秋の叙勲・褒章受章者について

報告事項３ 令和５年度高圧ガス保安経済産業大臣表彰について

報告事項４ ＬＰガス料金上昇抑制に向けた地方創生臨時交付金の

活用の働きかけについて

報告事項５ ＬＰガスにおけるカーボンニュートラルについての

ポスターの送付について

報告事項６ 国の令和５年度補正予算におけるＬＰガス関連予算について

第４回 R 6. 3.13(水)15:00 協議事項１ 取引の適正化・料金の透明化に関する制度改正の対応について

（Ｗｅｂ会議） 協議事項２ 令和６年度事業計画書（案）及び収支予算書（案）について

協議事項３ 令和６年能登半島地震に対する支援金配分について

協議事項４ 定款の一部改訂（総会運営）について

協議事項５ その他
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会　議　名　等 開催日時 開　催　場　所

総務委員会 第１回 R 5. 4.26(水)15:30 航空会館ビジネスフォーラム

第２回 R 5. 9. 8(金)13:30 （Ｗｅｂ会議）

第３回 R 5.11.30(木)15:00 （Ｗｅｂ会議）

第４回 R 6. 2.21(水)10:00 （Ｗｅｂ会議）

青年部代表者会議 R 5.11. 9(木)13:00 航空会館

ＬＰガスお客様相談所関東ブロック事務局会議 R 5. 7.18(火)14:00 東京ガーデンパレス

ＬＰガスお客様相談所相談員研修会 R 5.12.19(火)20(水) 東京ガーデンパレス

▽高圧ガス保安協会関係

会　議　名　等 開催日時・場所 主　な　議　題　等

ＬＰガス消費者保安

推進大会

R 5.10.26(木)14:00

東京・如水会館

１.表彰式

経済産業省大臣官房技術総括・保安審議官表彰

高圧ガス保安協会長表彰

ＬＰガス安全委員会長表彰

ガス警報器工業会長表彰 他

第60回高圧ガス保安協会

全国大会

１.１.表彰式

《 高圧ガス保安協会長表彰 》

R 5.10.27(金)13:00

ANAｲﾝﾀｰｺﾝﾁﾈﾝﾀﾙ

ﾎﾃﾙ東京

　　（川口支部）

（所沢支部）

　〔 優良製造所 〕

株式会社シライシ ﾎｰﾑｴﾈﾙｷﾞｰ事業本部

　〔優良販売業者〕

株式会社土方プロパン

　〔 保安功労者 〕

（東松山支部）

（関液協推薦）

金子　和義　有限会社燃料カネコ

島村　和也　東上ガス株式会社

２.特別講演

「技術と経営」

東京情報デザイン専門職大学　学長

国立研究開発法人産業技術総合研究所　最高顧問　中鉢　良治　氏

教育事務所ブロック会議 １.講習検定の実施状況、予定R 5.10. 4(水)14:00

ﾎﾃﾙﾚｲｸﾋﾞｭｰ水戸 （１）講習・検定の実施状況について

（２）令和５年度上期インターネット申込・オンライン講習の

利用状況について

（３）令和６年度の年間講習計画

（４）令和５年度下期～令和６年度の図書出版予定について

２.報告事項

（１）令和４年１１月以降に発生したトラブル事例

（２）講習・検定業務に関する現地調査について【中間報告】

（３）各都道府県協会に対する事業支援について

３.その他
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▽一般財団法人全国ＬＰガス保安共済事業団関係

会　　議　　名　　等

関東ブロック事務局会議

専務理事・事務局長会議 １.2023年度募集総括、財団現状と制度改定

２.保険関連業務、保安関連業務

ご講演

経済産業省　産業保安グループ

▽一都三県競合エネルギー対策関係

開　催　場　所

一都三県競合エネルギー役員会議　第１回 R 5. 7.25(火)13:00 東京ガス根岸ＬＮＧ基地

委員会会議 第１回 R 5. 7.25(火) 東京ガス根岸ＬＮＧ基地

第２回 R 6. 3. 4(月)14:00 麹町主婦会館プラザエフ

▽関東ブロック連合協議会関係

開　催　場　所

伊香保：ホテル小暮

会長会議第１回 伊香保：ホテル小暮

会長会議第２回 TKP新橋ｶﾝﾌｧﾚﾝｽｾﾝﾀｰ

▽関東東北産業保安監督部関係

会　　議　　名　　等

関東高圧ガス保安大会

東京ガーデンパレス 　《関東東北産業保安監督部長表彰》

　〔 優良販売業者 〕

武州産業株式会社 （川越支部）

　《関東高圧ガス保安団体連合会長表彰》

　〔 優良販売業者 〕

桜井ライフライン株式会社 （北埼支部）

有限会社岸石炭店 （西武支部）

２．特別講演

　　「気象の現状と将来予測について」

大森　正雄　氏

開　催　場　所

（Ｗｅｂ会議）

開催日時・場所 主　な　議　題　等

R 5. 6.16(金)13:00

ホテルマイステイズ宇都宮

１.ＬＰ事業者賠償責任保険2023年度の変更点及び事務処理等

２.ＬＰガス事故統計、保安対策、第三者被害救済事業

３.個情(ｻｲﾊﾞｰｵﾌﾟｼｮﾝ)・労災・総合賠の各特約の取組

４.ＬＰガス供給設備機器総合保険(LPﾗｲﾌNEO)の取組

５.「新web募集システムの開発」と「次年度商品改正の方向性」

６.コンプライアンスの遵守

７.本部・支部意見交換・その他

８.次期開催県について 

R 5.12.15(金)13:30

（Ｗｅｂ会議）

会　　議　　名 開催日時

『最近のＬＰガス保安行政について』

ガス安全室　榎本　室長補佐

会　　議　　名　　等 開催日時

南関東地方液化石油ガス懇談会 R 5. 8. 3(木)13:30

R 5. 7.28(金)13:30 １．表彰式 【敬称略】

気象庁　東京管区気象台　気象防災部

地域防災推進課　地球温暖化情報官

会　　議　　名　　等 開催日時

開催日時・場所 主　な　議　題　等

関東ブロック連合協議会　全体会議第１回 R 5. 6.27(火)15:30

R 5. 6.27(火)15:00

R 6. 2. 9(金)14:30
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　【保安功労者】 (敬称略)

支部名 氏　　名 事業所名 支部名 氏　　名 事業所名

河本　修一  ㈲河本彦太郎商店 東松山 橋本　英明  日通プロパン高坂販売所

曲尾　秀正  ㈲マガリオ商会 秩　父 粂谷　義孝  秩父通運プロパン販売㈱

嶋　　 克己  佐藤興産㈱ 行　田 砂生　友克  ㈱サイサン 行田営業所

富澤　和浩  ㈱遠藤商店 加　須 武正　   功  武正商店

荻原　徹雄  荻原酒店 二瓶　匡弘  ㈱ミツウロコヴェッセル 武蔵店

大村　大悟  ㈲大村商店 深井　雄一  西武エルピーガス保安(協)

石綿　俊伍  ㈲石綿商店 所　沢 牧田　淳也  金谷ガス㈱

石川　泰之  ㈱石川商事 大林支店 川　越 柏木　美之  埼玉県ＬＰガス協会川越支部

関谷　　 薫  小森谷燃料店 坂　戸 金井塚文生  ㈱レインボー 西埼玉営業所

田中　克彦  ㈱東武商会 清原　貞明  ㈱キヨハラ

森　　 康彦  森燃料店 菅野　光洋  ㈱丸喜

中村　　 晃  ㈲大正屋本店 Ｊ　Ａ 佐藤　　 真  ㈱いるま野サービス

深　谷 栗原　敏朗  ㈲栗原住宅設備機器 ｽﾀﾝﾄﾞ 市川　　 誠  ENEOSｸﾞﾛｰﾌﾞｴﾅｼﾞｰ㈱東武支店

本　庄 岡田　賢次  本庄児玉郡市液化石油ガス(協) 合　計

熊　谷

２７　名　　

朝　霞

西　武

第６９回通常総会会長表彰者名簿

(令和５年５月２５日表彰)

さいたま

南東武

北東武

川　口
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一般社団法人埼玉県ＬＰガス協会 ＬＰガススタンド部会 

第３１回 接客態度ならびにスタンド施設美化向上運動 優良事業所 

＜ 令和 ５年 ４月 １日 ～ ４月３０日 実施 ＞ 

《敬称略》 

 

１．株式会社イハシエネルギー 越谷オートガススタンド 

２．株式会社エネライフ 戸田オートガス・スタンド 

３．大宮交通株式会社 

４．グッドライフサーラ関東株式会社 北関東支店 

５．株式会社サイサン 上尾ＬＰガススタンド 

６．株式会社サイサン 大宮ＬＰガススタンド 

７．株式会社サイサン 熊谷ＬＰガススタンド  

８．佐藤興産株式会社 オートガススタンド 

９．三和富士オートガス株式会社 

１０．株式会社つばめタクシー オートガススタンド 

１１．ツルミエネルギー株式会社 

１２．東上ガス株式会社 富士見オートガススタンド 

１３．東上ガス株式会社 三芳オートガススタンド 

１４．株式会社外塚商店 川口カーガススタンド 

１５．株式会社原田運輸 

１６．日高ガス株式会社 日高オートガススタンド 

１７．武州ガス株式会社 エコ・ステーション坂戸 

１８．本庄ガス株式会社 オートガススタンド 

１９．マル酸液化ガス有限会社 

２０．横川石油ガス株式会社 

２１．ＥＮＥＯＳグローブエナジー株式会社 東武支店 

 

以上 ２１事業所 
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埼玉県ＬＰガス安心サポート推進運動 

令和４年度「事故ゼロ支部」特別表彰 
 

 本運動では販売事業者の保安意識向上のため、令和４年度において 

事故ゼロを達成された支部を表彰します。 

 

 事故ゼロ支部 

   川 口 支部、  南 埼 支部、 

   深 谷 支部、  本 庄 支部、 

   鴻 巣 支部、  東松山 支部、 

   秩 父 支部、  北 埼 支部、 

   行 田 支部、  加 須 支部、 

   西 武 支部、  坂 戸 支部、 

   朝 霞 支部、  Ｊ Ａ 支部 

               （計１４支部） 

 

 事故ゼロ支部とは、支部の管轄地域に係らず、支部会員事業所の供給

するお客様にＬＰガス事故の発生がなかった支部です。 

 下線の支部は、平成２４年度から令和４年度までの１１年間、事故ゼ

ロを達成された支部です。 
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【保安功労者】 （敬称略）

支　部 氏　　　名 事　　業　　所　　名

川　口 松　井　克　己 松井商事株式会社

行　田 木　村　　　誠 キムラ石油株式会社

２　名

一般社団法人全国ＬＰガス協会
会長表彰受賞者

（令和５年５月２５日表彰）

計
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令和５年度 防災訓練等 

●第４４回 九都県市合同防災訓練 ＜埼玉県会場＞ 

実施日時 ： ８月２７日（日）９：００～１３：３０ 

会  場 ： 志木市役所周辺(志木市)・いろは親水公園等 

参 加 者 ： 一般、埼玉県、志木市、自衛隊、消防、警察、ライフライン関係機関 など 14,929名 

ＬＰ訓練 ： ライフライン復旧訓練、炊き出し訓練支援、防災フェア（埼玉県ＬＰガス協会 朝霞支部） 

   

●第４４回 九都県市合同防災訓練 ＜さいたま市会場＞ 大雨予想のため中止 

実施日時 ： １０月１５日（日）９：００～１１：００ 

会  場 ： 岩槻文化公園（さいたま市岩槻区） 

参 加 者 ： 一般、さいたま市、自衛隊、消防、警察、ライフライン関係機関 

ＬＰ訓練 ： ライフライン復旧訓練（埼玉県ＬＰガス協会 さいたま支部） 

●埼玉県高圧ガス防災訓練 

実施日時 ： １０月１７日（火）１２：２０～１５：１０ 

会  場 ： 川越水上公園（川越市） 

参 加 者 ： 埼玉県、川越市、消防、警察、高圧ガス関係団体など 600名 

ＬＰ訓練 ： 実験（法規技術委員会）防災フェア（埼玉県ＬＰガス協会 川越支部） 

ＬＰＧ車の展示促進ＰＲ（ＬＰガススタンド部会） 

   

●蕨市旭町婦人会防災学習会  

実施日時 ： １２月９日（日）１０：３０～１４：００ 

会  場 ： 蕨市立文化ホールくるる 

参 加 者 ： 一般、蕨市旭町婦人会、蕨市消防署、埼玉県ＬＰガス協会川口支部 など 

ＬＰ訓練 ： 炊き出し訓練支援、ＬＰガス機器等の取扱い指導（埼玉県ＬＰガス協会 川口支部）、 

防災学習会（一般社団法人埼玉県ＬＰガス協会） 
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●埼玉県消防団員研修会 炊き出し訓練 

実施日時 ： 令和６年２月４日（土）１０：００～１５：３０ 

会  場 ： 埼玉県危機管理防災センター 50名 

参 加 者 ： 埼玉県危機管理防災部消防課、学生消防団員、 

一般社団法人埼玉県ＬＰガス協会、埼玉県ＬＰガス協会 さいたま支部 など 

訓  練 ： 炊き出し訓練支援、ＬＰガス機器等の取扱い指導（埼玉県ＬＰガス協会 さいたま支部） 

   

 

●災害時供給連携計画に基づく実施訓練（情報伝達訓練） 

実施日時 ： 令和６年３月２８日（木）１３：３０～１６：００  

会  場 ： 各参加機関の事務所等でメール等の送受信等により実施 

参 加 者 ： 埼玉県危機管理防災部化学保安課、皆野町総務課、長瀞町総務課、 

一般社団法人埼玉県ＬＰガス協会、埼玉県ＬＰガス協会 秩父支部 

 

 

●埼玉県ＬＰガス中核充填所稼働訓練 

 

 

●支部の参加する市町村の防災訓練、商工祭など 
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一般社団法人埼玉県ＬＰガス協会 ＬＰガス青年委員会 

令和５年度 活動報告 

 

◆第４４回 九都県市合同防災訓練  ＜埼玉県会場＞ 

実施日時 ： ８月２７日（日） ９：００～１３：３０ 

会  場 ： 志木市役所周辺(志木市)・いろは親水公園等 

参 加 者 ： 一般、埼玉県、志木市、自衛隊、消防、警察、ライフライン関係機関 など 14,929名 

ＬＰ訓練 ： ライフライン復旧訓練、炊き出し訓練支援、防災フェア（埼玉県ＬＰガス協会 朝霞支部青年委員等） 

実 施 者 ： 埼玉県ＬＰガス協会 朝霞支部青年委員等 

 
 

◆第４４回 九都県市合同防災訓練  ＜さいたま市会場＞ 大雨予想のため中止 

実施日時 ： １０月１５日（日）９：００～１１：００ 

会  場 ： 岩槻文化公園（さいたま市岩槻区） 

参 加 者 ： 一般、さいたま市、自衛隊、消防、警察、ライフライン関係機関 

ＬＰ訓練 ： ライフライン復旧訓練（埼玉県ＬＰガス協会 さいたま支部青年委員等） 

実 施 者 ： 埼玉県ＬＰガス協会 さいたま支部青年委員等 

 

◆埼玉県高圧ガス防災訓練 

実施日時 ： １０月１７日（火） １２：２０～１５：１０ 

会  場 ： 川越水上公園（川越市） 

参 加 者 ： 埼玉県、川越市、消防、警察、高圧ガス関係団体など600名 

ＬＰ訓練 ： 防災フェア（埼玉県ＬＰガス協会 川越支部青年委員等） 

  

  

35



 

◆令和５年度 全国青年部代表者会議 

日    時 ： 令和５年１１月９日（木） １３：００～１７：００ 

会  場 ： 航空会館 東京都港区新橋1-18-1 
出 席 者 ： 一般社団法人埼玉県ＬＰガス協会 正副青年委員長等 
会議内容 ： 

事 例 発 表 宮崎県協会（カーボンニュートラルの促進として取り組んでいる植樹事業について）
高知県協会（薩長土肥の勉強会について） 

講 演 ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）対応について 
講師 経済産業省 燃料供給基盤整備課 燃料流通政策室 
講師（一社）日本ガス石油機器工業会 

グループ討議 討議テーマ：ＧＸ（グリーントランスフォーメーション）対応について 

 

◆令和５年度 県庁オープンデー 

実施日時 ： １１月１４日（火） ９：３０～１６：００（県民の日のため県内の公立小中学校は休校） 

会  場 ： 埼玉県危機管理防災センター駐車場 

参 加 者 ： 埼玉県危機管理防災部化学保安課、一般社団法人埼玉県ＬＰガス協会 青年委員等 来場者：約21,000名 

展   示 ： ＬＰガスの「あかさたな」に関する展示ＰＲ、保安防災啓発、炊出器具等の展示・炊き出し実演 等 

実 施 者 ： 一般社団法人埼玉県ＬＰガス協会 青年委員等 

  

  

 

◆各支部・ブロック活動等への協力 

①市町村及び支部の実施する防災訓練等への協力                           

②各ブロックで実施する「ＬＰガス安全教室」への協力 

③親睦事業の開催 
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内、映像集合
講習申込者

合　計

保 安 業 務 員 講 習 6 68 66 58 8 87.9

6 104 1 92 49 43 53.3

2 29 3 25 18 7 72.0

133 117 67 50 57.3

業務主任者の代理者講習 2 9 2 2 6 2 4 33.3

座 学 7 68 62 37 25 59.7

技 能 9 37 36 28 8 77.8

技 能 再 9 4 4 2 2 50.0

技能計① 9 41 40 30 10 75.0

座 学 9 54 54 35 19 64.8

技 能 12 35 34 24 10 70.6

技 能 再 12 9 9 8 1 88.9

技能計② 12 44 43 32 11 74.4

122 116 72 44 62.1

72 70 52 18 74.3

13 13 10 3 76.9

85 83 62 21 74.7

417

内、映像集合
講習申込者

合　計

7 0

2 2

5 21

8 17

9 24

2 12

6 64

8 25

9 11

11 4

2 11

10 1

2,180 192

2,597

出 願 者 数 受 験 者 数 合 格 者 数 不 合 格 者 合 格 率 (%)

58 52 25 27 48.1

25 22 17 5 77.3

6 6 5 1 83.3

31 28 22 6 78.6

令和５年度　講習･検定実施状況

新 規 資 格 取 得 講 習 回　数 月　別 申込者 受講・受験者 合 格 者 不 合 格 者 合 格 率 (%)

1

第 二 種 販 売 講 習
（ オ ン ラ イ ン ）

1

2

計

1

設 備 士 第 ２ ・ ３ 講 習

1

2

2

計

座 学 合 計

技 能 合 計

技 能 再 合 計

技 能 総 合 計

新 規 取 得 講 習 総 申 込 人 数

法 定 義 務 講 習 （ 再 講 習 ） 回　数 月　別
申込者

（想定）

保 安 係 員 (LP) 講 習
（ オ ン ラ イ ン ）

1

80 2

2

3

4

74

4

4

講 習 申 込 総 人 数

令和５年度 液化石油ガス設備士試験状況（国家試験）

充 て ん 作 業 者 再 講 習
（ オ ン ラ イ ン ）

1
73

2

法 定 義 務 講 習 総 申 込 人 数

設 備 士 再 講 習
（ オ ン ラ イ ン ）

1

1,470

2

115

1

6

筆 記

種　　類

液 化 石 油 ガ ス 設 備 士

3

4

5

3

業 務 主 任 者 講 習
（ オ ン ラ イ ン ）

1

557

技 能

計

科 目 区 分

全 科 目 受 験

全 科 目 受 験

筆 記 免 除
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報告事項 2 

 

令和６年度事業計画並びに収支予算について 

 

 定款第４１条の規定に基づき、標記について令和６年３月１９日に開催された

令和５年度第３回理事会において承認されましたのでご報告いたします。 

 

 

（参考）定款抜粋 

 

（事業計画及び予算） 

第４１条 この法人の事業計画書及び予算書については、毎事業年度の開始の日 

の前日までに、会長が作成し、理事会の承認を受けなければならない。これを 

変更する場合も、同様とする。 
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令和６年度事業計画 

 新型コロナウイルス感染症の行動制限が完全に撤廃され外出機会の復活

やインバウンド需要の拡大などにより個人消費が活発化するなか、ウクラ

イナ情勢や中東での新たな争い、米中対立などの不安定な国際情勢、エネ

ルギーや食料価格の高騰、企業の人手不足や急速な少子高齢化などから、

国内経済は先行き予測が難しい状況にあります。 

 ＬＰガスは、人口減少、ガス機器の高効率化、省エネ指向の高まりなど

から国内での消費量が年々減少傾向にありますが、ＬＰガスの輸入が中東

から北米へ移行したことにより、ＬＰガス調達の地政学的リスクが低下し

たことや、近年自然災害が頻発する中、災害時におけるエネルギー供給の

「最後の砦」であることから、ＬＰガスへの期待度が高まっています。 

 一方、商慣行是正に向けて国の審議会で議論され、液石法の省令改正が

行われることとなりました。ＬＰガスがお客様から選ばれ続けるエネルギ 

ーとなるためには、過大な営業行為の制限、三部料金制の徹底、お客様へ

の料金情報の提供の３つの方策を成し遂げなければなりません。 

 ＬＰガスは県民生活に欠かせないエネルギーです。社会インフラを支え

る役割をしっかり果たし、県・市町村、県協会支部、中核充填所等が連携

し、防災体制の強化を図りつつ県協会の基本活動である保安の確保と安定

供給、取引の適正化など、次に掲げる事項を重要課題として事業を展開す

る。 

１．ＬＰガス消費者保安事業 

販売事業者セミナーの開催、ＬＰガス安全教室事業の取り組み、高圧ガ

ス防災訓練への参加、ＬＰガス安心サポート推進運動への取り組み、消費

者保安月間事業、高圧ガス保安大会への参加、ＬＰガス放置容器の回収事

業、地震等災害時に備えるために必要な事業、県や市町村の防災会議等へ

の参加、県市町村との災害時防災協定に伴う支援体制の整備、災害対応型

中核充填所等との災害時石油ガス供給連携計画の実施支援、充填事業所に

対する業界の自主保安検査の実施、コロナウイルス・インフルエンザ等の 
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感染症蔓延時における継続供給の対応、支部認定保安機関調査員登録事業

など、ＬＰガスに関する一連の保安対策事業を一般社団法人の公益目的事

業（継続事業）として実施する。 

２．ＬＰガススタンド保安事業 

 ＬＰガススタンド従事者の保安技術の向上、事故の未然防止を目的に「保

安講習会」を開催するとともに、ＬＰガススタンド利用者及び周辺住民の

信頼を得ること及びＬＰガススタンド施設の保安管理の維持向上を図るた

め「接客態度ならびにスタンド施設美化向上運動（美化コンクール）」の実

施など、一般社団法人の公益目的事業（継続事業）として実施する。 

３．ＬＰガスお客様相談事業（国庫補助事業） 

石油ガス流通合理化対策事業費補助事業に応募し、お客様からの相談対

応や、ガスの点検や集金を装い高齢者から現金をだまし取る悪質な犯罪の

注意喚起など、埼玉県ＬＰガスお客様相談センター事業を一般社団法人の

公益目的事業（継続事業）として実施する。 

４．ＬＰガスの取引の適正化の推進 

 ＬＰガスがお客様から選ばれ続けるエネルギーとなるため、会員事業者

へ商慣行是正に向けた液石法の省令改正の周知徹底を図り、ＬＰガスの取

引の適正化の推進に取り組む。 

 また、県協会と似通った名称を用いての営業活動や、悪質な訪問勧誘も

依然として続いていることから、公正、公平な競争環境の整備とお客様と

の信頼関係の強化のために必要な事業を実施する。 

５．新ＬＰガスの「あ・か・さ・た・な」 

 新ＬＰガスの「あ・か・さ・た・な」を展開し、お客様にＬＰガスの良

さをアピールしていく。それぞれの頭文字で、あ：安全・安心ＬＰガス、

か：環境に優しいＬＰガス、さ：災害時にも強いＬＰガス、た：頼りにな

る店ＬＰガス、な：納得の料金ＬＰガスです。 

２０５０年までに温室効果ガスの実質ゼロを目指すカーボンニュートラ
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ル宣言がなされたが、ＬＰガスは地球温暖化の原因とされる二酸化炭素の

排出量が他の化石燃料に比べて少なく、災害時にはエネルギー供給の「最

後の砦」となる重要なエネルギーであり、低炭素、脱炭素社会へ向けてカ

ーボンニュートラルに関する情報を収集・周知し、より一層の省エネ器具

の普及促進など、ＬＰガス事業者が実行可能な対策から取り組んでいくこ

ととする。 

６．協会運営の合理化並びに財務体質の健全化 

オンライン会議や電子メール等の活用などＤＸ（デジタルトランスフォ

ーメーション）を推進し、会員事業者の時間の効率的活用及び諸経費の節

約を行うと共に、生産性の向上を図るものとする。 

 これまで県協会では運営の合理化や諸経費の削減に努めてきたが、財源

の根幹である会費収入について、現行の会費規程では会員事業所の統廃合

などによる会員数の減少にともない年々減収となっている。また、高圧ガ

ス関係の講習会が段階的にオンライン講習に移行されることから、講習関

係の収益も減収となる。健全な協会運営のために財務体質の改善に向けた

検討を行う。 

７．安全・安心な街づくりへの協力活動 

日常業務に使用する車両等に防犯ステッカー貼付するなどの防犯パト

ロール活動の実施や、お客様宅での不審な点やガスの使用量等の異変に気

付いた場合は電話や訪問にて確認を行い、必要に応じて関係機関と連絡調

整を図るなど、「安全・安心な街づくり」に街とくらしを支える地域エネル

ギー事業者として協力する。 

８．埼玉県ＬＰガス青年委員会事業 

 全国青年部代表者会議への参加や支部青年委員会との連携のため、青年

委員会の自主的な活動を支援する。 

９．広報活動 

ホームページを充実強化し会員及びお客様にＬＰガス関係の情報提供を
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積極的に実施する。 

１０．受託事業 

・高圧ガス保安協会液化石油ガス教育事務所

高圧ガス関係の講習会は、段階的にオンデマンド方式（インターネッ

ト経由で動画を配信する方式）によるオンライン講習に移行し、令和６

年度からは令和５年度まで対面で行っていた「保安業務員講習」と「液

化石油ガス設備士第２・第３講習」もオンライン講習に移行となる。 

なお、インターネット利用環境がない方のオンライン講習以外での受

講方法については、映像集合教育として引き続き県協会で行う。

・高圧ガス保安協会埼玉県液化石油ガス設備士試験事務所

筆記試験：令和６年１１月１０日（日） 

技能試験：令和６年１２月 １日（日） 

・一般財団法人全国ＬＰガス保安共済事業団埼玉県支部

ＬＰガス事業者等賠償責任保険・各種特約保険 

１１．官庁ならびに関係団体等との協力 

 埼玉県、高圧ガス関係団体等の指導と協力を得て必要な事業を行う。Ｌ

Ｐガス料金の消費者負担を軽減するために実施中の「埼玉県ＬＰガス料金

負担軽減事業」の実績報告が本年５月末日となっているので、引き続き会

員事業者への周知や情報提供などの協力をする。 

 なお、埼玉県では、災害時における必要な組織及び関係機関が連携する

体制の構築（埼玉県版ＦＥＭＡ）を行っていることから、県協会も参加協

力を行うと共に、市町村・消防・警察・水道などの関係機関にＬＰガスの

啓発を行い、併せて、県協会防災体制の改善、強化を行っていくこととす

る。 
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（単位：円）

Ⅰ 一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(１)経常収益

①入会金収入 200,000 200,000 0

②会費収入 38,600,000 39,570,000 △ 970,000

③保安活動事業収入 12,580,000 11,080,000 1,500,000

④売上高 28,800,000 34,300,000 △ 5,500,000

⑤受取寄付金 3,500,000 3,500,000 0

⑥雑収入 1,350,000 1,500,000 △ 150,000

⑦指定正味財産よりの振替額 2,029,000 2,029,071 △ 71

経常収益計 87,059,000 92,179,071 △ 5,120,071

(２)経常費用

①保安活動事業費 28,713,334 28,585,000 128,334

②売上原価 32,954,000 41,691,000 △ 8,737,000

③管理費 25,372,666 21,899,000 3,473,666

経常費用計 87,040,000 92,175,000 △ 5,135,000

当期経常増減額 19,000 4,071 14,929

当期経常外増減額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 19,000 4,071 14,929

（注）１．借入金限度額　30,000,000円

一般社団法人　埼玉県ＬＰガス協会

収支予算書（損益ベース）
〔　期　間　：　自令和６年４月１日　至令和７年３月３１日　〕

科　　　目 当年度 前年度 増減
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1
,
2
0
0
,
0
0
0
]
[

1
,
3
5
0
,
0
0
0
]

一
般

雑
収

入
1
5
0
,
0
0
0

1
,
2
0
0
,
0
0
0

1
,
3
5
0
,
0
0
0

⑦
指
定
正
味
財
産
よ
り
の
振
替
額

[
0
]
[

0
]
[

0
]
[

0
]
[

2
,
0
2
9
,
0
0
0
]
[

0
]
[

2
,
0
2
9
,
0
0
0
]

経
常

収
益

計
1
1
,
6
8
0
,
0
0
0

1
,
5
0
0
,
0
0
0

9
0
0
,
0
0
0

1
4
,
0
8
0
,
0
0
0

4
2
,
9
7
9
,
0
0
0

3
0
,
0
0
0
,
0
0
0

8
7
,
0
5
9
,
0
0
0

(
２

)
経

常
費

用

①
保

安
活

動
事

業
費

[
2
1
,
9
7
1
,
6
6
6
]
[

3
,
1
2
0
,
8
3
4
]
[

3
,
5
2
0
,
8
3
4
]
[

2
8
,
6
1
3
,
3
3
4
]
[

1
0
0
,
0
0
0
]
[

0
]
[

2
8
,
7
1
3
,
3
3
4
]

給
料

手
当

6
,
4
2
4
,
0
0
0

1
,
4
6
0
,
0
0
0

1
,
4
6
0
,
0
0
0

9
,
3
4
4
,
0
0
0

9
,
3
4
4
,
0
0
0

福
利

厚
生

費
1
,
1
6
6
,
0
0
0

2
6
5
,
0
0
0

2
6
5
,
0
0
0

1
,
6
9
6
,
0
0
0

1
,
6
9
6
,
0
0
0

退
職

給
付

費
用

6
2
3
,
3
3
3

1
4
1
,
6
6
7

1
4
1
,
6
6
7

9
0
6
,
6
6
7

9
0
6
,
6
6
7

補
助

事
業

費
1
,
7
6
0
,
0
0
0

1
,
2
0
0
,
0
0
0

2
,
9
6
0
,
0
0
0

2
,
9
6
0
,
0
0
0

啓
蒙

資
料

費
7
,
0
0
0
,
0
0
0

7
,
0
0
0
,
0
0
0

7
,
0
0
0
,
0
0
0

保
安

対
策

諸
費

3
,
0
0
0
,
0
0
0

3
,
0
0
0
,
0
0
0

3
,
0
0
0
,
0
0
0

④
売

上
高

一
般

社
団

法
人

　
埼

玉
県

Ｌ
Ｐ

ガ
ス

協
会

収
支

予
算

書
（

損
益

ベ
ー

ス
）

内
訳

表
〔

　
期

　
間

　
：

　
自

令
和

６
年

４
月

１
日

　
至

令
和

７
年

３
月

３
１

日
　

〕

科
　

　
　

目
実

施
事

業
等

会
計

法
人

会
計

そ
の

他
会

計
合

計
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消
費

者
保

安
ス

タ
ン

ド
保

安
消

費
者

相
談

小
計

一
般

社
団

法
人

　
埼

玉
県

Ｌ
Ｐ

ガ
ス

協
会

収
支

予
算

書
（

損
益

ベ
ー

ス
）

内
訳

表
〔

　
期

　
間

　
：

　
自

令
和

６
年

４
月

１
日

　
至

令
和

７
年

３
月

３
１

日
　

〕

科
　

　
　

目
実

施
事

業
等

会
計

法
人

会
計

そ
の

他
会

計
合

計

広
報

発
行

費
1
0
0
,
0
0
0

1
0
0
,
0
0
0

建
物

維
持

管
理

費
7
7
0
,
0
0
0

1
7
5
,
0
0
0

1
7
5
,
0
0
0

1
,
1
2
0
,
0
0
0

1
,
1
2
0
,
0
0
0

減
価

償
却

費
1
,
2
2
8
,
3
3
3

2
7
9
,
1
6
7

2
7
9
,
1
6
7

1
,
7
8
6
,
6
6
7

1
,
7
8
6
,
6
6
7

ス
タ

ン
ド

部
会

事
業

費
8
0
0
,
0
0
0

8
0
0
,
0
0
0

8
0
0
,
0
0
0

②
売

上
原

価
[

0
]
[

0
]
[

0
]
[

0
]
[

0
]
[

3
2
,
9
5
4
,
0
0
0
]
[

3
2
,
9
5
4
,
0
0
0
]

期
首

商
品

棚
卸

高
0

教
材

等
費

8
,
0
0
0
,
0
0
0

8
,
0
0
0
,
0
0
0

事
務

受
託

事
業

費
3
,
0
0
0
,
0
0
0

3
,
0
0
0
,
0
0
0

給
料

手
当

1
1
,
6
8
0
,
0
0
0

1
1
,
6
8
0
,
0
0
0

退
職

給
付

費
用

5
0
0
,
0
0
0

5
0
0
,
0
0
0

福
利

厚
生

費
2
,
1
2
0
,
0
0
0

2
,
1
2
0
,
0
0
0

会
議

費
1
,
1
5
5
,
0
0
0

1
,
1
5
5
,
0
0
0

旅
費

交
通

費
1
3
5
,
0
0
0

1
3
5
,
0
0
0

通
信

運
搬

費
2
6
4
,
0
0
0

2
6
4
,
0
0
0

印
刷

製
本

費
2
0
0
,
0
0
0

2
0
0
,
0
0
0

建
物

維
持

管
理

費
1
,
4
0
0
,
0
0
0

1
,
4
0
0
,
0
0
0

リ
ー

ス
料

7
5
,
0
0
0

7
5
,
0
0
0

諸
謝

金
8
2
5
,
0
0
0

8
2
5
,
0
0
0

租
税

公
課

1
,
0
5
0
,
0
0
0

1
,
0
5
0
,
0
0
0

支
払

負
担

金
2
,
0
0
0
,
0
0
0

2
,
0
0
0
,
0
0
0

減
価

償
却

費
5
0
,
0
0
0

5
0
,
0
0
0

雑
費

5
0
0
,
0
0
0

5
0
0
,
0
0
0

期
末

商
品

棚
卸

高
0

③
管

理
費

[
0
]
[

0
]
[

0
]
[

0
]
[

2
5
,
3
7
2
,
6
6
6
]
[

0
]
[

2
5
,
3
7
2
,
6
6
6
]

給
料

手
当

8
,
1
7
6
,
0
0
0

8
,
1
7
6
,
0
0
0

退
職

給
付

費
用

7
9
3
,
3
3
3

7
9
3
,
3
3
3

福
利

厚
生

費
1
,
4
8
4
,
0
0
0

1
,
4
8
4
,
0
0
0

会
議

費
2
,
6
9
5
,
0
0
0

2
,
6
9
5
,
0
0
0

旅
費

交
通

費
3
1
5
,
0
0
0

3
1
5
,
0
0
0

通
信

運
搬

費
3
9
6
,
0
0
0

3
9
6
,
0
0
0

印
刷

製
本

費
3
0
0
,
0
0
0

3
0
0
,
0
0
0
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消
費

者
保

安
ス

タ
ン

ド
保

安
消

費
者

相
談

小
計

一
般

社
団

法
人

　
埼

玉
県

Ｌ
Ｐ

ガ
ス

協
会

収
支

予
算

書
（

損
益

ベ
ー

ス
）

内
訳

表
〔

　
期

　
間

　
：

　
自

令
和

６
年

４
月

１
日

　
至

令
和

７
年

３
月

３
１

日
　

〕

科
　

　
　

目
実

施
事

業
等

会
計

法
人

会
計

そ
の

他
会

計
合

計

建
物

維
持

管
理

費
9
8
0
,
0
0
0

9
8
0
,
0
0
0

リ
ー

ス
料

7
5
,
0
0
0

7
5
,
0
0
0

諸
謝

金
1
,
9
2
5
,
0
0
0

1
,
9
2
5
,
0
0
0

租
税

公
課

4
5
0
,
0
0
0

4
5
0
,
0
0
0

支
払

負
担

金
3
,
0
0
0
,
0
0
0

3
,
0
0
0
,
0
0
0

支
払

助
成

金
1
,
8
0
0
,
0
0
0

1
,
8
0
0
,
0
0
0

渉
外

費
等

4
0
0
,
0
0
0

4
0
0
,
0
0
0

慶
弔

費
4
0
0
,
0
0
0

4
0
0
,
0
0
0

減
価

償
却

費
1
,
5
6
3
,
3
3
3

1
,
5
6
3
,
3
3
3

ス
タ

ン
ド

部
会

管
理

費
1
2
0
,
0
0
0

1
2
0
,
0
0
0

雑
費

5
0
0
,
0
0
0

5
0
0
,
0
0
0

経
常

費
用

計
2
1
,
9
7
1
,
6
6
6

3
,
1
2
0
,
8
3
4

3
,
5
2
0
,
8
3
4

2
8
,
6
1
3
,
3
3
4

2
5
,
4
7
2
,
6
6
6

3
2
,
9
5
4
,
0
0
0

8
7
,
0
4
0
,
0
0
0

当
期

経
常

増
減

額
△

 
1
0
,
2
9
1
,
6
6
6

△
 
1
,
6
2
0
,
8
3
4

△
 
2
,
6
2
0
,
8
3
4

△
 
1
4
,
5
3
3
,
3
3
4

1
7
,
5
0
6
,
3
3
4

△
 
2
,
9
5
4
,
0
0
0

1
9
,
0
0
0

当
期

経
常

外
増

減
額

0
0

0
0

0
0

0

当
期

一
般

正
味

財
産

増
減

額
△

 
1
0
,
2
9
1
,
6
6
6

△
 
1
,
6
2
0
,
8
3
4

△
 
2
,
6
2
0
,
8
3
4

△
 
1
4
,
5
3
3
,
3
3
4

1
7
,
5
0
6
,
3
3
4

△
 
2
,
9
5
4
,
0
0
0

1
9
,
0
0
0

（
注

）
１

．
借

入
金

限
度

額
　

3
0
,
0
0
0
,
0
0
0
円
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第１号議案 

 

令和５年度決算について承認を求める件 

 

（提案理由） 

 定款第１３条及び第４２条の規定に基づき、標記について別添のとおりとりま

とめましたので、ご承認をお願いします。 

 

（参考）定款抜粋 

（権限） 

第１３条 総会は、次の事項について決議する。 

（１）会員の除名 

（２）理事及び監事の選任または解任 

（３）理事及び監事の報酬等の額 

（４）貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の承認 

（５）定款の変更 

（６）解散及び残余財産の処分 

（７）その他総会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項 

 

（事業報告および決算） 

第４２条 この法人の事業報告及び決算については、毎事業年度終了後、会長 

 が次の書類を作成し、監事の監査を受けた上で、理事会の承認を受けなければ 

ならない。 

（１）事業報告 

（２）事業報告の附属明細書 

（３）貸借対照表 

（４）損益計算書（正味財産増減計算書） 

（５）貸借対照表及び損益計算書（正味財産増減計算書）の附属明細書 

２ 前項の承認を受けた書類のうち、第１号、第３号及び第４号の書類について 

  は、通常総会に提出し、第１号の書類についてはその内容を報告し、第３号及び 

第４号の書類については承認を受けなければならない。 
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Ⅰ　資産の部

１．流動資産

現金預金 57,069,011 78,713,610 △ 21,644,599

棚卸資産 4,238,036 2,995,695 1,242,341

未収入金 2,806,502 2,082,461 724,041

前払費用 882,094 252,699 629,395

流動資産合計 64,995,643 84,044,465 △ 19,048,822

２．固定資産

(１)基本財産

土地 56,161,426 56,161,426 0

建物 70,284,804 72,313,875 △ 2,029,071

普通預金 50,291,286 52,320,357 △ 2,029,071

減価償却引当資産 42,441,402 40,412,331 2,029,071

基本財産合計 219,178,918 221,207,989 △ 2,029,071

（２）特定資産

退職給与引当資産 46,473,700 44,317,200 2,156,500

応急供給引当資産 6,000,000 6,000,000 0

特定資産合計 52,473,700 50,317,200 2,156,500

（３）その他固定資産

什器備品 2,602,242 4,255,254 △ 1,653,012

ソフトウェア 363,000 0 363,000

電話加入権 464,000 464,000 0

敷金 39,600 39,600 0

収益事業出資金 1,800,000 1,800,000 0

その他固定資産合計 5,268,842 6,558,854 △ 1,290,012

固定資産合計 276,921,460 278,084,043 △ 1,162,583

資産合計 341,917,103 362,128,508 △ 20,211,405

Ⅱ　負債の部

１．流動負債

未払金 1,684,320 22,317,144 △ 20,632,824

未払費用 396,143 30,337 365,806

預り金 492,026 226,306 265,720

仮受金 1,069,840 973,840 96,000

未払消費税 491,600 393,500 98,100

流動負債合計 4,133,929 23,941,127 △ 19,807,198

２．固定負債

退職給与引当金 46,473,700 44,317,200 2,156,500

応急供給引当金 6,000,000 6,000,000 0

固定負債合計 52,473,700 50,317,200 2,156,500

負債合計 56,607,629 74,258,327 △ 17,650,698

Ⅲ　正味財産の部

１．指定正味財産

土地 56,161,426 56,161,426 0

建物 70,284,804 72,313,875 △ 2,029,071

普通預金 50,291,286 52,320,357 △ 2,029,071

減価償却引当資産 42,441,402 40,412,331 2,029,071

元入金 1,800,000 1,800,000 0

指定正味財産合計 220,978,918 223,007,989 △ 2,029,071

（うち基本財産への充当額） ( 220,978,918 ) ( 223,007,989 ) ( △ 2,029,071 )

２．一般正味財産 64,330,556 64,862,192 △ 531,636

正味財産合計 285,309,474 287,870,181 △ 2,560,707

負債及び正味財産合計 341,917,103 362,128,508 △ 20,211,405

一般社団法人　埼玉県ＬＰガス協会

貸　借　対　照　表
〔　令和６年３月３１日　現在　〕

（単位：円）

科　　　目 当年度 前年度 増　減
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（単位：円）

実施事業等
会計

その他会計 法人会計 内部取引消去 合　　計

Ⅰ　資産の部
１．流動資産

現金預金 50,527,348 6,541,663 57,069,011
収益事業貸付金 49,542,155 △ 49,542,155 0
棚卸資産 573,715 3,664,321 4,238,036
未収入金 1,519,650 1,286,852 2,806,502
前払費用 817,388 64,706 882,094

流動資産合計 102,980,256 11,557,542 0 △ 49,542,155 64,995,643
２．固定資産
(１)基本財産
土地 56,161,426 56,161,426
建物 70,284,804 70,284,804
普通預金 50,291,286 50,291,286
減価償却引当資産 42,441,402 42,441,402
基本財産合計 219,178,918 0 0 0 219,178,918

（２）特定資産
退職給与引当資産 37,973,700 8,500,000 46,473,700
応急供給引当資産 6,000,000 6,000,000
特定資産合計 43,973,700 8,500,000 0 0 52,473,700

（３）その他固定資産
什器備品 2,431,144 171,098 2,602,242
ソフトウェア 363,000 363,000
電話加入権 464,000 464,000
敷金 39,600 39,600
収益事業出資金 1,800,000 1,800,000
その他固定資産合計 5,058,144 210,698 0 0 5,268,842

固定資産合計 268,210,762 8,710,698 0 0 276,921,460
資産合計 371,191,018 20,268,240 0 △ 49,542,155 341,917,103

Ⅱ　負債の部
１．流動負債

未払金 1,684,320 1,684,320
未払費用 395,149 994 396,143
預り金 492,026 492,026
仮受金 1,065,640 4,200 1,069,840
未払消費税 45,589 446,011 491,600
一般会計借入金 49,542,155 △ 49,542,155 0

流動負債合計 3,682,724 49,993,360 0 △ 49,542,155 4,133,929
２．固定負債

退職給与引当金 37,973,700 8,500,000 46,473,700
応急供給引当金 6,000,000 6,000,000

固定負債合計 43,973,700 8,500,000 0 0 52,473,700
負債合計 47,656,424 58,493,360 0 △ 49,542,155 56,607,629

Ⅲ　正味財産の部
１．指定正味財産

土地 56,161,426 56,161,426
建物 70,284,804 70,284,804
普通預金 50,291,286 50,291,286
減価償却引当資産 42,441,402 42,441,402
元入金 1,800,000 0 1,800,000

指定正味財産合計 0 1,800,000 219,178,918 0 220,978,918
( 1,800,000 ) ( 219,178,918 ) ( 220,978,918 )

２．一般正味財産 104,355,676 △ 40,025,120 0 64,330,556
正味財産合計 104,355,676 △ 38,225,120 219,178,918 0 285,309,474

負債及び正味財産合計 152,012,100 20,268,240 219,178,918 △ 49,542,155 341,917,103

一般社団法人　埼玉県ＬＰガス協会

貸　借　対　照　表　内　訳　書

〔　令和６年３月３１日　現在　〕

科　　　目

（うち基本財産への充当額）
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（単位：円）

Ⅰ 一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(１)経常収益

①入会金収入 [ 100,000 ] [ 0 ] [ 100,000 ]

入会金収入 100,000 0 100,000 新規入会 ２件×50,000円

②会費収入 [ 39,124,000 ] [ 39,894,500 ] [ △ 770,500 ]

正会員受取会費 37,009,000 37,824,500 △ 815,500

賛助会員受取会費 615,000 570,000 45,000

スタンド部会受取会費 1,500,000 1,500,000 0

③保安活動事業収入 [ 12,638,987 ] [ 12,029,753 ] [ 609,234 ]

啓蒙資料収入 10,039,337 9,432,598 606,739 周知文書

国庫補助金等収入 2,599,650 2,597,155 2,495 お客様相談     919,650円

中核充填所     600,000円

安全委員会   1,000,000円

埼玉県補助事業  80,000円

④受取寄付金 [ 3,541,819 ] [ 3,416,375 ] [ 125,444 ]

ＬＰライフ返戻金 3,541,819 3,416,375 125,444

⑤売上高 [ 33,721,649 ] [ 45,237,791 ] [ △ 11,516,142 ]

教材等売上高 11,984,288 17,541,230 △ 5,556,942 テキスト     9,944,190円

台帳類       1,156,890円

看板類          87,870円

その他         795,330円

事務受託収入 11,714,448 17,684,669 △ 5,970,221 講習会収入　 9,518,388円

ＬＰライフ　 2,196,060円

保安共済事業団収入 10,022,913 10,011,892 11,021 ＬＰガス賠償責任保険

⑥雑収入 [ 1,169,834 ] [ 1,734,784 ] [ △ 564,950 ]

一般雑収入 1,169,810 1,732,905 △ 563,095 梱包送料      859,339円

法律共済会事務手数料

               110,000円

集団扱保険手数料等

受取利息 24 1,879 △ 1,855

[ 2,029,071 ] [ 2,029,071 ] [ 0 ] 建物減価償却額

経常収益計 92,325,360 104,342,274 △ 12,016,914

(２)経常費用

①保安活動事業費 [ 32,006,194 ] [ 31,356,134 ] [ 650,060 ]

給料手当 14,943,175 14,737,502 205,673

福利厚生費 2,916,286 2,718,938 197,348 法定福利費・福利厚生費

旅費交通費 223,005 199,145 23,860

国庫補助事業費 3,127,796 3,033,396 94,400 お客様相談   1,238,000円

中核充填所     629,136円

安全委員会   1,081,410円

埼玉県補助事業 179,250円

啓蒙資料費 7,570,817 7,329,840 240,977 周知文書

保安対策諸費 2,259,558 2,113,150 146,408 地震対策       252,300円

保安大会       331,275円

防災訓練       555,365円

放置容器処理    60,150円

充填所保安      24,000円

ＬＰガス安全教室他

スタンド部会費 857,757 1,118,563 △ 260,806

広報発行費 107,800 105,600 2,200 ＬＰネットワークＨＰ掲載

備　考

⑦指定正味財産よりの振替額

一般社団法人　埼玉県ＬＰガス協会

正味財産増減計算書

〔　自 令和５年４月１日　至 令和６年３月３１日　〕

科　　　目 当年度 前年度 増　減
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（単位：円）

備　考

一般社団法人　埼玉県ＬＰガス協会

正味財産増減計算書

〔　自 令和５年４月１日　至 令和６年３月３１日　〕

科　　　目 当年度 前年度 増　減

②売上原価 [ 36,616,612 ] [ 48,451,810 ] [ △ 11,835,198 ]

期首商品棚卸高 2,913,234 3,257,699 △ 344,465

教材等費 9,868,932 12,387,836 △ 2,518,904 テキスト     8,498,352円

台帳類         842,752円

看板類          44,550円

その他         483,278円

事務受託事業費 4,223,855 7,112,876 △ 2,889,021 講習会費     3,924,255円

共済事業事務費 299,600円

給料手当 11,795,576 13,721,037 △ 1,925,461

退職給付費用 500,000 500,000 0 当期退職給与積立金要積立額

福利厚生費 2,300,199 2,532,907 △ 232,708 法定福利費・福利厚生費

会議費 1,476,827 1,573,442 △ 96,615 総会費 　 　 2,973,569円

理事会等役員出張旅費他

旅費交通費 88,558 153,874 △ 65,316

通信運搬費 216,184 289,271 △ 73,087

印刷製本費 325,223 337,572 △ 12,349

建物維持管理費 1,761,189 2,333,357 △ 572,168 管理費  　　　 821,640円

修繕積立金   　415,560円

水道光熱費   　767,115円

清掃料         569,470円

警備料         184,800円

防犯カメラ     104,016円

ダスキンマット  59,800円

レンタル倉庫   801,069円

リース料 62,993 67,141 △ 4,148 コピー機、ＰＣソフト再リース

諸謝金 1,375,000 2,283,600 △ 908,600 弁護士・税理士　顧問料

租税公課 1,508,244 1,932,006 △ 423,762 固定資産税     552,600円

償却資産税      34,200円

法人県・市民税  70,000円

消費税中間納付額

               880,000円

未払消費税     491,600円

収入印紙他

支払負担金 1,844,528 2,209,595 △ 365,067 全国ＬＰガス協会会費

高圧ガス団体連合会会費

高圧ガス地域防災協議会会費

暴力追放センター他会費

減価償却費 49,948 49,948 0 什器備品

雑費 473,550 622,883 △ 149,333

期末商品棚卸高 △ 4,167,428 △ 2,913,234 △ 1,254,194

③管理費 [ 24,234,190 ] [ 24,215,926 ] [ 18,264 ]

給料手当 3,413,980 2,879,396 534,584

退職給付費用 1,656,500 2,609,700 △ 953,200 当期退職給与積立金要積立額

福利厚生費 666,375 531,048 135,327 法定福利費・福利厚生費

会議費 3,336,012 2,537,280 798,732 総会費 　 　 2,973,569円

理事会等役員出張旅費他

旅費交通費 123,509 116,087 7,422

通信運搬費 498,141 427,919 70,222

印刷製本費 523,923 401,097 122,826

建物維持管理費 1,962,281 2,183,123 △ 220,842 管理費  　　　 821,640円

修繕積立金   　415,560円

水道光熱費   　767,115円

清掃料         569,470円
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（単位：円）

備　考

一般社団法人　埼玉県ＬＰガス協会

正味財産増減計算書

〔　自 令和５年４月１日　至 令和６年３月３１日　〕

科　　　目 当年度 前年度 増　減

警備料         184,800円

防犯カメラ     104,016円

ダスキンマット  59,800円

レンタル倉庫   801,069円

リース料 101,479 79,775 21,704 コピー機、ＰＣソフト再リース

諸謝金 1,375,000 2,283,600 △ 908,600 弁護士・税理士　顧問料

租税公課 530,758 499,079 31,679 固定資産税     552,600円

償却資産税      34,200円

法人県・市民税  70,000円

消費税中間納付額

               880,000円

未払消費税     491,600円

収入印紙他

支払負担金 3,249,472 2,903,405 346,067 全国ＬＰガス協会会費

高圧ガス団体連合会会費

高圧ガス地域防災協議会会費

暴力追放センター他会費

支払助成金 1,823,450 1,864,225 △ 40,775 支部活動費

渉外費等 570,455 363,035 207,420 祝金等

慶弔費 283,197 368,055 △ 84,858 香典等

減価償却費 3,269,135 3,330,167 △ 61,032 建物　   2,029,071円

什器備品・リース物件

スタンド部会管理費 120,880 120,880 0 高圧ガス団体連合会会費等

雑費 729,643 718,055 11,588

経常費用計 92,856,996 104,023,870 △ 11,166,874

当期経常増減額 △ 531,636 318,404 △ 850,040

２．経常外増減の部

(１)経常外収益

経常外収益計 0 0 0

(２)経常外費用

経常外費用計 0 0 0

当期経常外増減額 0 0 0

当期一般正味財産増減額 △ 531,636 318,404 △ 850,040

一般正味財産期首残高 64,862,192 64,543,788 318,404

一般正味財産期末残高 64,330,556 64,862,192 △ 531,636

Ⅱ 指定正味財産増減の部

一般正味財産への振替額 △ 2,029,071 △ 2,029,071 0 建物減価償却額

当期指定正味財産増減額 △ 2,029,071 △ 2,029,071 0

指定正味財産期首残高 223,007,989 225,037,060 △ 2,029,071

指定正味財産期末残高 220,978,918 223,007,989 △ 2,029,071

Ⅲ　正味財産期末残高 285,309,474 287,870,181 △ 2,560,707
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１．重要な会計方針

（1）固定資産の減価償却の方法

定額法による減価償却を実施している。

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

終仕入原価法を採用している。

（3）引当金の計上基準

退職給与引当金

応急供給引当金

（4）消費税の会計処理

消費税等の会計処理は、税込処理方式によっている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

小　　計 50,317,200 2,156,500 0 52,473,700

合　　計 271,525,189 4,185,571 4,058,142 271,652,618

退職給与引当資産 44,317,200 2,156,500 0 46,473,700

応急供給引当資産 6,000,000 0 0 6,000,000

小　　計 221,207,989 2,029,071 4,058,142 219,178,918

特定資産

普通預金 52,320,357 0 2,029,071 50,291,286

減価償却引当資産 40,412,331 2,029,071 0 42,441,402

土地 56,161,426 0 0 56,161,426

建物 72,313,875 0 2,029,071 70,284,804

一般社団法人　埼玉県ＬＰガス協会

財務諸表に対する注記
〔　令和６年３月３１日　現在　〕

・・・・・ 期末退職給与の要支給額に相当する金額を計上している。

・・・・・ 埼玉県と締結している協定（「災害時におけるLPガス応急生
活物資等に関する協定書」）により、提供物資の要支給額に
相当する金額を計上している。

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産
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３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

４．固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

ｿ ﾌ ﾄ ｳ ｪ ｱ 資 産 7,469,040 7,106,040 363,000

合　　計 140,942,779 67,692,733 73,250,046

什 器 備 品 20,747,533 18,145,291 2,602,242

科　　目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建 物 112,726,206 42,441,402 70,284,804

小　　計 52,473,700 0 52,473,700 52,473,700

合　　計 271,652,618 219,178,918 52,473,700 52,473,700

退職給与引当資産 46,473,700 0 46,473,700 46,473,700

応急供給引当資産 6,000,000 0 6,000,000 6,000,000

小　　計 219,178,918 219,178,918 0 0

特定資産

普通預金 50,291,286 50,291,286 0 0

減価償却引当資産 42,441,402 42,441,402 0 0

土地 56,161,426 56,161,426 0 0

建物 70,284,804 70,284,804 0 0

科　　目 当期末残高
うち指定正味財産
からの充当額

うち一般正味財産
からの充当額

うち負債に対する
対応額

基本財産
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５．補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

補助金

６．指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

７．その他

イ． リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

なお、リース資産は、有形固定資産に属する各科目に含めて計上しております。

リース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リースの再リース料

リース会計基準適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る再リース料
については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理としております。

経常収益への振替額

建物減価償却費計上による振替額 2,029,071

合　　計 2,029,071

内　　　訳 金　　額

合　　計 1,454,650 2,599,650 2,534,650 1,519,650

0
保安活動支援事業
助成金

ＬＰガス
安全委員会

0 1,000,000 1,000,000

お客様相談事業補助金 経済産業省 904,650 919,650 904,650 919,650 未収入金

550,000 600,000 550,000 600,000 未収入金中核充填所補助金 経済産業省

貸借対照表上の
記載区分補助金等の名称 交付者 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

埼玉県
液化石油ガス製造施設
自主保安検査事業費
補助金

0 80,000 80,000 0
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4
,
2
4
0

棚
卸

資
産

チ
ラ

シ
類

(
そ

の
他

会
計

)
販

売
品

の
期

末
在

庫
1
8
8
,
6
5
1

未
収

入
金

未
収

入
金

消
費

者
相

談
事

業
補

助
金

(
実

施
事

業
等

会
計

)
経

済
産

業
省

の
消

費
者

相
談

事
業

補
助

金
の

未
収

分
9
1
9
,
6
5
0

未
収

入
金

中
核

充
填

所
補

助
金

(
実

施
事

業
等

会
計

)
経

済
産

業
省

の
中

核
充

填
所

補
助

金
の

未
収

分
6
0
0
,
0
0
0

未
収

入
金

台
帳

類
の

売
上

他
(
そ

の
他

会
計

)
台

帳
・

チ
ラ

シ
等

の
売

上
の

未
収

分
1
,
2
8
5
,
5
7
4

未
収

入
金

集
団

扱
い

保
険

募
集

事
務

費
収

入
(
そ

の
他

会
計

)
集

団
扱

い
保

険
募

集
事

務
費

収
入

の
未

収
分

1
,
2
7
8

前
払

費
用

前
払

費
用

㈱
サ

イ
サ

ン
ラ

イ
フ

(
実

施
事

業
等

会
計

)
事

務
所

火
災

保
険

料
　

期
間

未
経

過
分

（
5
0
/
6
0
ヶ

月
）

2
4
1
,
4
0
0

前
払

費
用

全
国

Ｌ
Ｐ

ガ
ス

協
会

(
実

施
事

業
等

会
計

)
役

員
賠

償
責

任
保

険
料

(
2
0
2
4
年

4
月

～
2
0
2
5
年

3
月

）
1
2
8
,
3
1
0

前
払

費
用

ラ
イ

オ
ン

㈱
(
実

施
事

業
等

会
計

)
ス

タ
ン

ド
部

会
販

促
品

ウ
ェ

ッ
ト

テ
ィ

ッ
シ

ュ
4
3
8
,
6
2
5

前
払

費
用

エ
リ

ア
リ

ン
ク

㈱
(
そ

の
他

会
計

)
収

益
事

業
で

使
用

す
る

備
品

等
の

レ
ン

タ
ル

ボ
ッ

ク
ス

（
倉

庫
）

貸
借

料
の

前
払

分
（

R
6
.
4
分

）
6
4
,
7
0
6

前
払

費
用

ト
レ

ン
ド

マ
イ

ク
ロ

㈱
(
実

施
事

業
等

会
計

)
パ

ソ
コ

ン
ウ

イ
ル

ス
対

策
ソ

フ
ト

ラ
イ

セ
ン

ス
(
令

和
６

年
度

分
）

9
,
0
5
3

流
動

資
産

合
計

6
4
,
9
9
5
,
6
4
3

（
固

定
資

産
）

基
本

財
産

土
地

4
,
3
8
4
.
3
5
 
㎡

×
8
8
9
.
8
1
0
/
1
億

さ
い

た
ま

市
浦

和
区

高
砂

1
-
2
-
1
-
4
1
0

(
実

施
事

業
等

会
計

)
公

益
目

的
保

有
財

産
で

あ
り

、
実

施
事

業
の

施
設

に
使

用
し

て
い

る
。

5
6
,
1
6
1
,
4
2
6

建
物

3
4
9
.
4
9
㎡

　
さ

い
た

ま
市

浦
和

区
高

砂
1
-
2
-
1
-
4
1
0

(
実

施
事

業
等

会
計

)
公

益
目

的
保

有
財

産
で

あ
り

、
実

施
事

業
の

施
設

に
使

用
し

て
い

る
。

7
0
,
2
8
4
,
8
0
4

普
通

預
金

普
通

預
金

埼
玉

縣
信

用
金

庫
 
浦

和
支

店
(
実

施
事

業
等

会
計

)
公

益
目

的
保

有
財

産
で

あ
り

、
管

理
さ

れ
て

い
る

預
金

。
5
0
,
2
9
1
,
2
8
6

減
価

償
却

引
当

資
産

普
通

預
金

埼
玉

縣
信

用
金

庫
 
浦

和
支

店
(
実

施
事

業
等

会
計

)
公

益
目

的
保

有
財

産
で

あ
り

、
建

物
の

再
取

得
の

資
金

と
し

て
管

理
さ

れ
て

い
る

預
金

。
4
2
,
4
4
1
,
4
0
2
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（
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位
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円
）

使
用
目
的
等

金
額

一
般

社
団

法
人

　
埼

玉
県

Ｌ
Ｐ

ガ
ス

協
会

財
　
　
　
産
　
　
　
目
　
　
　
録

〔
　

令
和

６
年

３
月

３
１

日
　

現
在

　
〕

貸
借
対
照
表
科
目

場
所
・
物
量
等

特
定

資
産

退
職

給
与

引
当

預
金

普
通

預
金

埼
玉

縣
信

用
金

庫
 
浦

和
支

店
(
実

施
事

業
等

会
計

)
期

末
退

職
給

与
の

要
支

給
額

に
相

当
す

る
金

額
を

積
立

て
て

い
る

預
金

。
3
7
,
9
7
3
,
7
0
0

退
職

給
与

引
当

預
金

普
通

預
金

埼
玉

縣
信

用
金

庫
 
浦

和
支

店
(
そ

の
他

会
計

)
期

末
退

職
給

与
の

要
支

給
額

に
相

当
す

る
金

額
を

積
立

て
て

い
る

預
金

。
8
,
5
0
0
,
0
0
0

応
急

供
給

引
当

資
産

普
通

預
金

埼
玉

り
そ

な
銀

行
　

県
庁

支
店

(
実

施
事

業
等

会
計

)
埼

玉
県

と
締

結
し

て
い

る
協

定
（

「
災

害
時

に
お

け
る

L
P
ガ

ス
応

急
生

活
物

資
等

に
関

す
る

協
定

書
」

）
に

よ
り

、
提

供
物

資
の

要
支

給
額

に
相

当
す

る
金

額
を

管
理

し
て

い
る

預
金

。
6
,
0
0
0
,
0
0
0

そ
の

他
固

定
資

産
什

器
備

品
事

務
所

内
　

パ
ー

テ
ィ

ー
シ

ョ
ン

他
(
実

施
事

業
等

会
計

)
消

費
者

保
安

事
業

で
使

用
す

る
事

務
所

備
品

類
4
4
,
1
0
3

什
器

備
品

事
務

所
内

　
電

話
設

備
(
実

施
事

業
等

会
計

)
消

費
者

保
安

事
業

で
使

用
す

る
事

務
所

電
話

設
備

7
0
2
,
7
2
0

什
器

備
品

事
務

所
内

　
複

写
機

(
実

施
事

業
等

会
計

)
消

費
者

保
安

事
業

で
使

用
す

る
事

務
所

複
写

機
1

什
器

備
品

事
務

所
内

　
パ

ソ
コ

ン
等

(
実

施
事

業
等

会
計

)
消

費
者

保
安

事
業

で
使

用
す

る
リ

ー
ス

資
産

1
,
6
8
4
,
3
2
0

什
器

備
品

電
源

設
備

　
1
台

(
そ

の
他

会
計

)
収

益
事

業
で

使
用

す
る

設
備

士
技

能
検

定
電

源
設

備
1
7
1
,
0
9
8

ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
資
産

事
務

所
内

　
公

益
法

人
会

計
ソ

フ
ト

(
実

施
事

業
等

会
計

)
消

費
者

保
安

事
業

で
使

用
す

る
ソ

フ
ト

ウ
ェ

ア
資

産
3
6
3
,
0
0
0

電
話

加
入

権
事

務
所

内
　

電
話

加
入

権
　

6
本

(
実

施
事

業
等

会
計

)
消

費
者

保
安

事
業

で
使

用
す

る
電

話
加

入
権

4
6
4
,
0
0
0

敷
金

エ
リ

ア
リ

ン
ク

㈱
(
そ

の
他

会
計

)
収

益
事

業
で

使
用

す
る

備
品

等
の

倉
庫

敷
金

3
9
,
6
0
0

収
益

事
業

出
資

金
(
実

施
事

業
等

会
計

)
一

般
会

計
よ

り
支

出
し

た
収

益
事

業
の

元
入

金
1
,
8
0
0
,
0
0
0

固
定

資
産

合
計

2
7
6
,
9
2
1
,
4
6
0

3
4
1
,
9
1
7
,
1
0
3

（
流

動
負

債
）

未
払

金

未
払

金
み

ず
ほ

リ
ー

ス
㈱

(
実

施
事

業
等

会
計

)
消

費
者

保
安

事
業

に
供

す
る

備
品

購
入

の
未

払
い

分
（

パ
ソ

コ
ン

他
リ

ー
ス

料
（

残
2
9
回

）
）

1
,
6
8
4
,
3
2
0

未
払

費
用

資
産

　
合

計
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使
用
目
的
等

金
額

一
般

社
団

法
人

　
埼

玉
県

Ｌ
Ｐ

ガ
ス

協
会

財
　
　
　
産
　
　
　
目
　
　
　
録

〔
　

令
和

６
年

３
月

３
１

日
　

現
在

　
〕

貸
借
対
照
表
科
目

場
所
・
物
量
等

未
払

費
用

N
T
T
東

日
本

(
実

施
事

業
等

会
計

)
消

費
者

保
安

事
業

で
使

用
し

た
電

話
料

の
未

払
い

分
3
0
,
1
6
9

未
払

費
用

K
D
D
I

(
実

施
事

業
等

会
計

)
消

費
者

保
安

事
業

で
使

用
し

た
衛

星
携

帯
電

話
料

の
未

払
い

分
2
1
,
4
3
6

未
払

費
用

N
T
T
コ

ミ
ュ

ニ
ケ

ー
シ

ョ
ン

ズ
(
実

施
事

業
等

会
計

)
消

費
者

保
安

事
業

で
使

用
し

た
イ

ン
タ

ー
ネ

ッ
ト

通
信

料
の

未
払

い
分

9
,
3
5
0

未
払

費
用

社
会

保
険

料
(
実

施
事

業
等

会
計

)
３

月
分

社
会

保
険

料
の

事
業

主
負

担
分

3
3
4
,
1
9
4

未
払

費
用

三
菱

Ｕ
Ｆ

Ｊ
ニ

コ
ス

㈱
(
そ

の
他

会
計

)
集

団
扱

い
自

動
車

保
険

料
集

金
代

行
料

の
未

払
い

分
9
9
4

預
 
り

 
金

預
 
り

 
金

源
泉

所
得

税
(
実

施
事

業
等

会
計

)
従

業
員

か
ら

預
っ

た
３

月
分

源
泉

所
得

税
1
6
5
,
6
8
0

預
 
り

 
金

社
会

保
険

料
(
実

施
事

業
等

会
計

)
従

業
員

か
ら

預
っ

た
３

月
分

社
会

保
険

料
3
2
6
,
3
4
6

仮
 
受

 
金

仮
 
受

 
金

広
報

活
動

費
他

(
実

施
事

業
等

会
計

)
会

員
か

ら
預

か
っ

た
広

報
活

動
費

他
1
,
0
6
5
,
6
4
0

仮
 
受

 
金

テ
キ

ス
ト

代
金

(
そ

の
他

会
計

)
会

員
か

ら
預

か
っ

た
2
0
2
4
年

度
版

テ
キ

ス
ト

代
4
,
2
0
0

未
払

消
費

税

未
払

消
費

税
消

費
税

確
定

納
付

額
(
実

施
事

業
等

会
計

)
消

費
税

等
の

当
期

確
定

納
付

額
4
5
,
5
8
9

未
払

消
費

税
消

費
税

確
定

納
付

額
(
そ

の
他

会
計

)
消

費
税

等
の

当
期

確
定

納
付

額
4
4
6
,
0
1
1

流
動

負
債

合
計

4
,
1
3
3
,
9
2
9

（
固

定
負

債
）

退
職

給
与

引
当

金

退
職

給
与

引
当

金
従

業
員

に
対

す
る

も
の

(
実

施
事

業
等

会
計

)
正

規
職

員
4
名

に
対

す
る

退
職

金
の

支
払

い
に

備
え

た
も

の
3
7
,
9
7
3
,
7
0
0

退
職

給
与

引
当

金
従

業
員

に
対

す
る

も
の

(
そ

の
他

会
計

)
正

規
職

員
4
名

に
対

す
る

退
職

金
の

支
払

い
に

備
え

た
も

の
8
,
5
0
0
,
0
0
0
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使
用
目
的
等

金
額

一
般

社
団

法
人

　
埼

玉
県

Ｌ
Ｐ

ガ
ス

協
会

財
　
　
　
産
　
　
　
目
　
　
　
録

〔
　

令
和

６
年

３
月

３
１

日
　

現
在

　
〕

貸
借
対
照
表
科
目

場
所
・
物
量
等

Ｌ
Ｐ

ガ
ス

応
急

供
給

引
当

金
Ｌ

Ｐ
ガ

ス
応

急
供

給
引

当
金

(
実

施
事

業
等

会
計

)
埼

玉
県

と
締

結
し

て
い

る
協

定
（

「
災

害
時

に
お

け
る

L
P
ガ

ス
応

急
生

活
物

資
等

に
関

す
る

協
定

書
」

）
に

よ
り

、
提

供
物

資
の

要
支

給
額

支
払

い
に

備
え

た
も

の
6
,
0
0
0
,
0
0
0

固
定

負
債

合
計

5
2
,
4
7
3
,
7
0
0

5
6
,
6
0
7
,
6
2
9

2
8
5
,
3
0
9
,
4
7
4

上
記
の
と
お
り
相
違
あ
り
ま
せ
ん
。

令
和
６
年
 
４
月
１
７
日

負
債

　
合

計

正
味

財
産

　
合

計

一
般
社
団
法
人
　
埼
玉
県
Ｌ
Ｐ
ガ
ス
協
会

会
　
　
長
　
　
　
　
川
　
　
本
　
　
武
　
　
彦
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会 員 数 金　額(円) 会 員 数 金　額(円)

さいたま 124 5,455,000 1 30,000 5,485,000

川　　口 68 3,000,000 0 0 3,000,000

南 東 武 73 3,496,000 0 0 3,496,000

北 東 武 63 2,520,000 1 30,000 2,550,000

南　　埼 23 977,000 0 0 977,000

熊　　谷 52 2,005,000 0 0 2,005,000

深　　谷 25 1,038,000 0 0 1,038,000

本　　庄 34 1,225,000 0 0 1,225,000

鴻　　巣 26 887,000 0 0 887,000

東 松 山 47 1,800,000 1 30,000 1,830,000

秩　　父 50 1,777,000 1 30,000 1,807,000

北　　埼 15 584,000 1 30,000 614,000

行　　田 31 1,171,000 0 0 1,171,000

加　　須 31 1,080,000 1 30,000 1,110,000

西　　武 57 2,638,000 1 30,000 2,668,000

所　　沢 37 1,602,000 0 0 1,602,000

川　　越 34 1,437,000 0 0 1,437,000

坂　　戸 28 1,026,000 0 0 1,026,000

朝　　霞 41 1,900,000 0 0 1,900,000

Ｊ　 Ａ 12 641,000 0 0 641,000

小　　計 871 36,259,000 7 210,000 36,469,000

本部扱い 0 0 18 540,000 540,000

合　　計 871 36,259,000 25 750,000 37,009,000

第１種会員

     ※令和５年度当初会員数　 　897　・　新規入会数　　1　・　退　会　数   27　

第２種会員

     ※令和５年度当初会員数      25　・　新規入会数　　1　・　退　会　数　  1 

令 和 ５ 年 度 正 会 員 会 費 納 入 状 況

支 部 名
第　１　種　会　員 第　２　種　会　員

納　入　額(円)
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令和５年度公益目的支出計画実施報告書 

 

 令和５年度の公益目的支出計画の実施状況を次のとおり報告いたします。 

 

１．公益目的支出計画 

 ①平成２５年３月３１日公益目的財産額     232,543,867 円 

 ②公益目的収支差額の見込額（平均の額）     20,206,995 円 

 ③公益目的支出計画の完了予定事業年度の末日  令和 7年 3月 31 日 

 ④公益目的支出計画の実施予定期間       12 年 

 

２．当該事業年度の公益目的実施事業等の概要 

 ①ＬＰガスによる事故防止対策、地震等災害時への対応等のＬＰガス消費者保安事業 

 ②ＬＰガススタンドに関する事故防止対策等のＬＰガススタンド保安事業 

 ③ＬＰガス一般消費者等からの相談に対応するＬＰガスお客様相談事業 

 

３．当該事業年度の公益目的収支差額 

単位：円 

実施計画 収 入 支 出 収支差額 

継１．ＬＰガス消費者保安事業 11,719,337 26,727,411 △15,008,074 

継２．ＬＰガススタンド保安事業 1,500,000 2,776,120 △1,276,120 

継３．ＬＰガスお客様相談事業 919,650 2,414,148 △1,494,498 

合  計 14,138,987 31,917,679 △17,778,692 

 

４．当該事業年度の公益目的財産額 

単位：円 

 金 額 

令和 5 年 3 月 31 日公益目的財産残額 60,555,927 

令和 5 年度公益目的収支差額 △17,778,692 

令和 6 年 3 月 31 日公益目的財産残額 42,777,235 

 

５．公益目的支出計画の実施に影響を与える重要な事項の変更はありませんでした。 
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第２号議案 

 

公益目的支出計画の実施期間の変更について 

 

（提案理由） 

 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人

の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第１２５条第１

項の規定に基づき、当協会の公益目的支出計画の実施予定期間を次のとおり変更した

いので、ご承認をお願いいたします。 

 

 

変更内容 

 公益目的支出計画の完了予定年月日の変更 

   変更後 令和９年３月３１日 

   変更前 令和７年３月３１日 

 変更予定年月日 令和７年３月３１日 

 

 

１．変更前の公益目的支出計画 

①平成２５年３月３１日公益目的財産額     ２３２，５４３，８６７円 

②公益目的収支差額の見込額（平均の額）     ２０，２０６，９９５円 

③公益目的支出計画の完了予定事業年度の末日     令和７年３月３１日 

④公益目的支出計画の実施予定期間                １２年 

 

２．変更後の公益目的支出計画 

①令和６年３月３１日公益目的財産額       ４２，７７７，２３５円 

（変更予定年月日の属する事業年度の前事業年度末日における公益目的財産残額） 

②公益目的収支差額の見込額（平均の額）     １４，５３３，３３４円 

③公益目的支出計画の完了予定事業年度の末日     令和９年３月３１日 

④公益目的支出計画の実施予定期間                 ２年 
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３．実施予定期間の延長の理由 

 平成２５年度から公益目的収支差額の年間見込額を２０，２０６，９９５円とした

１２年間の公益目的支出計画を実施しておりますが、法人全体の経費削減、新型コロ

ナウイルス感染症の拡大や、お客様相談補助金収入の減額による事業規模の縮小によ

り公益目的収支差額が当初の計画を下回り、当初の完了予定事業年度の末日である令

和７年月３１日までに完了できない見込みとなったため、公益目的事業（継続事業）

の実施期間を２年延長する変更認可申請を行うことといたします。 
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第３号議案 

 

定 款 の 一 部 変 更 に つ い て 

 

（提案理由） 

 当協会では、構造改革の一つとしてペーパーレス化を進めております。また、会議の開催

については対面による会議のほかＷｅｂ会議システムを導入して開催しております。 

令和４年９月の会社法、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律の一部改正により、

民間・団体を問わず、総会の資料のデジタル化（電子提供化）等が既に進められております。 

つきましては、当協会においても令和７年度総会より以下の総会運営のデジタル化（電子

提供化）等を行うために、定款の一部を別添のとおり改訂することについて上程いたします。 

定款１８条第２項の規定により、定款の一部変更は総会において決議することになってお

りますのでご承認をお願いします。 

【定款変更する主な内容】 

１．電子提供制度（総会資料をウェブサイトへの掲載等の方法により提供できる制度）が可

能となる。 

２．総会の招集通知（開催日時、場所等）を電磁的方法（メール等）にて社員（正会員）に

送信することが可能になる。ただし、法人法施行令の規定により社員（正会員）の承諾

が必要。 

３．総会の議決権の行使を電磁的方法（メール等）にて社員（正会員）は、当協会に送信す

ることが可能になる。 

 

（参考）定款抜粋 

（決議） 

第１８条 総会の決議は、法令又はこの定款に別段の定めがある場合を除き、総正会員の議決権 

の過半数を有する正会員が出席し、出席した当該正会員の議決権の過半数をもって行う。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の決議は、総正会員の半数以上であって、総正会員の議決権の 

３分の２以上に当たる多数をもって行う。 

（１）会員の除名 

（２）監事の解任 

（３）定款の変更 

（４）解散 

（５）その他法令で定められた事項 
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第４号議案 

 

役 員 の 選 任 に つ い て 

 

（提案理由） 

 定款第２５条の規定に基づき、令和６年度は任期満了に伴う役員の改選年にあ

たります。定款２２条第１項の規定により、理事及び監事は総会において選任す

ることになっておりますのでご承認をお願いします。 

 

 

（参考）定款抜粋 

（役員の設置） 

第２１条 本会に次の役員を置く。 

（１）理事 ４５名以上５０名以内 

（２）監事 ２名以内 

２ 理事のうち１名を会長、１名以上６名以内を副会長とする。また、専務理事 

１名を置く事ができる。 

３ 前項の会長をもって一般法人法上の代表理事とし、副会長及び専務理事を 

もって同法第９１条第１項第２号の業務執行理事とする。 

（役員の選任） 

第２２条 理事及び監事は、総会の決議によって選任する。 

２ 会長、副会長、専務理事は、理事会の決議によって理事の中から選定する。 

３ 監事は、この法人の理事又は使用人を兼ねることができない。 

（役員の任期） 

第２５条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のもの 

に関する通常総会の終結の時までとする。ただし、再任を妨げない。 

２ 監事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関す 

る通常総会の終結の時までとする。ただし、再任を妨げない。 
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理 事 候 補 者 名 簿
令和６年４月２６日（敬称略）

ブロック長 支部長 所　属 氏　　名 事　業　所　名
○ さいたま支部 大久保　勝　行 株式会社大久保商店

○ さいたま支部 新　井　清　太 株式会社シンエイ
さいたま支部 倉　持　雄　二 株式会社倉持商事

◆ さいたま支部 増　渕 明 株式会社三和商会
◆ さいたま支部 柳 英　実 株式会社サイサン　埼玉支店

○ 川口支部 松　井　克　己 松井商事株式会社
川口支部 小　原　英　幸 小原住設株式会社
川口支部 堀　切　秀　志 有限会社ホリシン
川口支部 木　内　哲　也 株式会社丸芝高圧瓦斯

ブロック長 支部長 所　属 氏　　名 事　業　所　名
○ 南東武支部 指　田 等 サシダ商事株式会社

○ 南東武支部 市　川　大　五 市川石油株式会社
南東武支部 横　川　大　丞 有限会社進栄実業

○ 北東武支部 中　山　裕　之 有限会社中山商店
北東武支部 滝　本　勝　明 有限会社滝本商店
北東武支部 藤　倉　俊　彰 河内屋商店

○ 南埼支部 関　口 徹 関口産業株式会社
○ 北埼支部 櫻　井　英　男 桜井ライフライン株式会社
○ 行田支部 木　村 誠 キムラ石油株式会社
○ 加須支部 横　田　孟　尚 増田屋商店
○ ＪＡ支部 石　川　英　男 全国農業協同組合連合会埼玉県本部

ブロック長 支部長 所　属 氏　　名 事　業　所　名
◇ ○ 熊谷支部 青　木　孝　祐 青木商店
◆ 熊谷支部 長谷川 恒 合同会社長谷川商店

○ ○ 深谷支部 町　田　光　広 埼玉石炭株式会社
○ 本庄支部 髙　橋　茂　雄 株式会社たかとも

本庄支部 杉　山　高　市 杉山ガス株式会社
○ 鴻巣支部 野　口　雅　則 有限会社野口商店

◇◆ ○ 東松山支部 村　木　英　也 朋栄ガス
◆ 東松山支部 矢　島　央　喜 有限会社ヤジマ燃料

○ 秩父支部 中　澤　貞　利 株式会社ナカザワ
秩父支部 金　子　祥　彦 秩父通運プロパン販売株式会社

ブロック長 支部長 所　属 氏　　名 事　業　所　名
○ 西武支部 西　澤　正　平 有限会社西武燃料

西武支部 岸 和　則 有限会社岸石炭店
○ 所沢支部 荻　野　佳　明 有限会社荻野安次商店

所沢支部 木　下  広　敬 株式会社キノシタ
○ ○ 川越支部 齊　木　泰　光 斎木ガス株式会社

川越支部 小田切　武　久 武州産業株式会社
○ 坂戸支部 麻　原　正　男 有限会社近江屋支店

坂戸支部 中　里　喜　好 有限会社ヤマキ
○ 朝霞支部 蕪　木　克　美 有限会社蕪木燃料店

朝霞支部 並　木 優 有限会社孝栄プロパン

氏　　名 事　業　所　名
本　　部 川　本　武　彦 株式会社サイサン
本　　部 佐　藤　一　博 佐藤興産株式会社

◆ 本　　部 角　田　信　義 東上ガス株式会社
本　　部 堀　川　敏　秀 堀川産業株式会社
本　　部 鶴　田　義　人 岩谷産業株式会社
本　　部 中　嶋　栄　治 株式会社エネアーク関東

◆ 本　　部 岡　本 亮 ミライフ株式会社

◆新理事 ◇新支部長 計　４７　名　

一般社団法人埼玉県ＬＰガス協会

県　南　ブロック
　９名

県　東　ブロック
１１名

県　北　ブロック
１０名

県　西　ブロック
１０名

本 部
　　７名

ＬＰガススタンド部会長
卸 製 造 部 会 長

令和６年４月２６日開催の令和６年度第１回理事会において、理事・監事候補者として
推薦することを承認された候補者は以下の通りです。
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一般社団法人埼玉県ＬＰガス協会 監事候補者

令和 ６年 ４月２６日

（敬称略）

氏 名 事 業 所

長 島 祥二郎 長島燃料店

杉 本 優 典 株式会社杉本設備工業

計２名
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